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総務委員会会議録 

日時 平成２３年１０月４日（火） 開会時間  午前１０時００分 

閉会時間 午後 ４時１０分 

場所 北別館５０７会議室 

委員出席者 委員長 河西 敏郎 

副委員長 齋藤 公夫 

委員 中村 正則 髙野  剛  渡辺 英機  浅川 力三 

 森屋  宏 大柴 邦彦 樋口 雄一  久保田 松幸 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

 

知事政策局長 平出 亘  企画県民部長 丹澤 博 リニア交通局長 小池 一男    

企画県民部理事 河野 義彦 

知事政策局次長 岩波 輝明   知事政策局次長（秘書課長事務取扱） 山下 誠  

政策参事 桐原 篤    知事政策局次長（広聴広報課長事務取扱） 松谷 荘一    

知事政策局次長（行政改革推進課長事務取扱） 渡辺 祐一   

企画県民部次長 藤江 昭  リニア交通局次長 矢島 孝雄 

東日本大震災支援対策室長 駒井 和彦 

企画課長 相原 繁博  世界遺産推進課長 市川 満    

北富士演習場対策課長 中田 政孝    情報政策課長 伏見 健    

統計調査課長 前嶋 修  県民生活・男女参画課長 小松 万知代    

消費生活安全課長 前沢 喜直   生涯学習文化課長 青嶋 洋和 

国民文化祭課長 平井 敏男 

リニア推進課長 田中 俊郎  交通政策課長 大柴 節美 

 

 

公安委員 井上 利男   警察本部長 唐木 芳博 

警務部長 砂山 和明  生活安全部長 宮﨑 清  刑事部長 保坂 廣文 

交通部長 中澤 明彦  首席監察官 有泉 辰二美  総務室長 小野 和夫  

警察学校長 佐野 俊夫  警務部参事官 輿石 靖 

生活安全部参事官 宮下 篤  刑事部参事官 佐藤 元治 

交通部参事官 深沢 智明  会計課長 藤原 芳樹    

監察課長 薬袋 治男   情報管理課長 海野 錦  地域課長 奥脇 勝美  

組織犯罪対策課長 松本 光義  交通指導課長 渡辺 文友   

交通規制課長 川崎 雅明  運転免許課長 山下 實   

警備第一課長 梶原 猛一   通信指令課長 清水 一成  

 

 

総務部長 田中 聖也   会計管理者 笹本 英一 

人事委員会委員長 小澤 義彦   代表監査委員 輿水 修策 

選挙管理委員会委員長 戸栗 敏 

総務部防災危機管理監 安藤 輝雄   総務部理事 小幡 尚弘    
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総務部次長 田中 宏    総務部次長（人事課長事務取扱） 原間 敏彦    

職員厚生課長 田中 久善  財政課長 尾﨑 祐子 

税務課長 上小澤 始   管財課長 佐藤 佳臣   私学文書課長 大堀 道也  

市町村課長 伊藤 好彦  消防防災課長 宮原 健一 

出納局次長（会計課長事務取扱） 吉田 泉   管理課長 古屋 金正 

工事検査課長 風間 達夫 

人事委員会事務局長 藤原 一治   人事委員会事務局次長 丹澤 保幸 

監査委員事務局長 広瀬 猛     監査委員事務局次長 飯島 幸夫 

議会事務局次長 久保田 克己    議会事務局総務課長 鈴木 茂久 

議題 （付託案件） 

第７５号   森林及び環境の保全に係る県民税の特例に関する条例制定の件 

第７８号   山梨県職員の特別褒賞金に関する条例中改正の件 

第７９号   山梨県職員定数条例中改正の件 

第８０号   山梨県県税条例中改正の件 

第８５号   平成２３年度山梨県一般会計補正予算第１条第１項歳入歳出予算の補 

      正額及び歳入歳出予算の総額、同条第二項歳入各款及び歳出中総務委員 

      会関係のもの、第２条繰越明許中総務委員会関係のもの並びに第４条地 

      方債の補正 

第９６号   特定事業に係る変更契約締結の件 

第９７号   第２期チャレンジ山梨行動計画策定の件 

 

請願第 23-3 号  国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の１ 

請願第 23-7 号  私学助成制度の堅持及び充実強化に関する意見書の提出を求める 

        ことについて 

請願第 23-8 号  行政書士に行政不服審査法における不服審査手続きの代理権の付 

        付与を求める意見書に関することについて 

請願第 23-13 号  原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出 

        を求めることについての請願事項の１及び２ 

請願第 23-14 号 「浜岡原発」の永久停止・廃炉を求める意見書採択を求めることに 

        ついて 

請願第 23-15 号  浜岡原子力発電所を永久停止（廃炉）にすることを求めることに 

        ついて 

請願第 23-16 号 山梨県議会議員の海外研修制度の廃止を求めることについて 

 

     

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 また、請願第 23-3 号、請願第 23-13 号、請願第 23-14 号、請願第 23-15 号及

び請願第 23-16 号については継続審査すべきもの、請願第 23-7 号及び請願第

23-8 号については採択すべきものと決定した。 

 

          

審査の概要   まず、委員会の審査順序について、知事政策局・企画県民部・リニア交通局、

警察本部、総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員会事務局・議会事務

局の順に行うこととし、午前１０時００分から午前１１時３４分まで知事政策

局・企画県民部・リニア交通局関係、休憩をはさみ、午後１２時５９分から午

後１時１４分まで警察本部関係、休憩をはさみ、午後１時４３分から午後４時

１０分まで総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員会事務局・議会事務
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局関係の審査を行った。 

 

主な質疑等 知事政策局・企画県民部・リニア交通局関係 

 

 ※第９７号   第二期チャレンジ山梨行動計画策定の件 

         

質疑       

 

 

森屋委員  御苦労さまでした。最後の部分ですね、これは今後４年間の山梨県の方向

性を決めていくものですよね。これをどうやって県民の皆さん方にお示しを

していくか。私は以前４年前に横内知事が初めて計画を出されるときに、従

前のような、どちらかというと昔の県の長期計画というのは、しっかりとし

た本当に立派な冊子になっていて、私もうちに行くと幾つかそれがあります

けれども、飾っておくというか、茶の間の飾り物みたいなところがあって、

なかなか県民の皆さん方がそれを手にとって見るという機会はなかっただ

ろうなという発言をさせていただいて、その後、経費削減もあったんでしょ

うけれども、違った形でお示しになりましたね。今回はこれからこの決定さ

れたものを、どういう形で県民の皆さん方に示されていくのか、そこだけち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。 

 

桐原政策参事  今、森屋委員からお話がございましたように、まず全体の体裁というか、

本の形でございますが、それは基本的に前回と同じような形を考えておりま

して、主要な施策につきまして事業の内容や工程表、そういうものを県民の

皆さんにご覧いただくということに、重きを置いた編集にしたいと考えてお

ります。 

  それから、県民の皆さんにお読みいただく方法でございますが、おっしゃ

られたように経費の問題もございますので、基本的に大きな部数を刷るとい

うことは考えておりません。基本的には前回と同様にインターネットによる

公表というものを中心に、県民の皆さんにお読みいただきたいと考えており

ます。 

 

森屋委員  最後にしますけれども、きのう計画を見させていただいたら、知事もひざ

づめ談議を年間２０回もやられて大変ですよね。４年間で８０回おやりにな

っていて、ぜひそういう場でも何か参加者の皆さん方を通して示していただ

くとか、ある意味、県議会議員の皆さん方をお使いになって、そのことを地

域に広めてもらうというのも、これは議会の役割としては僕は１つあると思

います。 

  それから、もう一つだけ、きのう見させていただいた中で一番最後の「改

革続行」で、私はいよいよ大変厳しい改革続行になっていくと思っているん

ですよ。４年間の総額の県債残高の削減目標は出されたけれども、年度ごと

の１年間にどれだけとか、それから、公共事業削減も総枠は示されているけ

れども、年度ごとの目標というのは出されてない。これわかるんですよ、非

常に。今まではここまでの改革というのはかなり大きな改革を前進できてい

けた。それだけのある意味の余裕というか、手を入れていく部分があったけ

れども、ここからはいよいよ県債残高を削減していくにしても、公共事業の

削減にしても、本当に１つ１つがもうぎりぎりのところの議論になってくる

と思うんですね。ですから、もうここで４年間を１年ずつ決めないで、総枠
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は示したけれども、年度ごとはそれぞれの議論をしていくんだという思いを

僕は感じたんですね。 

  県債残高どんどん減らせばいいんだというだけではないと思うんですね。

これからはかなりの部分で県債残高を減らすということイコール、やっぱり

県財政をそれだけしぼめていくことに直結していくわけですから、だから、

慎重な議論をこれから４年間は、いよいよ本当にぎりぎりの線を議論してい

くんだなという思いを感じましたんで、ぜひその辺も大切に進めていってい

ただきたいなと感じました。せっかくいいものつくりましたから、これを県

民の皆さん方にいろんな機会を通じてお示しをしていただく努力だけは、惜

しまずやっていただきたいなと思います。 

 

樋口委員  私も２点ほど伺います。まずスケジュールといいますか、年間を通しての

取り組みについてであります。議決案件でありますからきょう議決をしてい

くということになりますけれども、知事任期の４年間というスパンで２期目

の行動計画、非常にハードだと思うんです。進捗状況も議会へ報告しなくて

はならいなし、いろいろな加筆修正があればまた議会に報告しなければなら

ないということで、毎回、議会あるいは委員会の中での意見も参考にしてい

ただくということでありましょうし、経済産業団体や労働団体からの提言に

ついても、現県政は非常に丁寧に答えているということは評価したいなと、

それだけ大変だと思います。その反面ですね、議会の責任も非常に重くなっ

ていると思っております。あるいは、そのほかにも二、三の政党も毎年政策

提言をしているということでありまして、それにもこたえていかなければな

らない。 

  ちょっとスケジュール的なことを伺うんですが、そうしますと、年間４回

の議会の中で、今回、第２期行動計画がこの議決を通じて策定されるという

ことになりますと、毎年、９月議会で報告がされたり、あるいは、修正があ

ればまた再提言されたりというスケジュールが、９月議会の段階でされるの

か、あるいは、時によって動くんでしょうけれども、１２月議会の方になる

のかなということですけれども、その辺はどのような、事業進捗予定をお持

ちなのかお知らせください。 

 

桐原政策参事  まず前年度の成果につきましては、まさに今議会に主要施策成果説明書兼

総合計画の実施状況報告書というのを提出させていただきましたけれども、

第２期の計画の御報告についても同様なことを考えております。 

 

樋口委員  ということは、来年また９月議会に２３年度の事業評価結果、実績評価、

あるいは、それに合わせるといいますか、先ほど言いましたが、さまざまな

ところからの意見が参考としてあるならば、また同じタイミングでこの時期

に提案をするというふうに考えていいですか。 

 

桐原政策参事  計画に載せております主要な施策につきましては、まさに各年度の事業の

あり方でございますので、予算論議の中で御議論いただくというのが基本か

と思います。それから、今の御質問は、この行動計画を中途で頻繁に見直す

のかという御質問でよろしいでしょうか。 

 

樋口委員  はい。 

 

桐原政策参事  この計画については、今、御質問いただいたように、知事の任期に合わせ
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るような形でこの４年間にやります主要な施策について、基本的にはすべて

載せて、その工程まで載せるということでございます。前の計画もそうでご

ざいましたけれども、基本的には４年後も載せてあるということでございま

すので、見直すというのはスケジュールの中に入っておりません。ただ、第

１期の計画の場合は中途で、いわゆるリーマンショックによる百年に一度と

いうような状況の変化がございまして、それに伴って雇用対策とか、経済対

策という事業を追加をするという変化がございましたので、見直しをしたと

ころでございます。 

  この第２期についてでございますが、今申し上げたような、事業を大幅に

変更しなければならない、第１期で言えばリーマンショックに匹敵するよう

な社会経済状況の激変があった場合には、見直しをするということになろう

かと考えております。 

 

樋口委員  きのうの議論でもあったんですが、安全な暮らしの確保として、やはり平

成２３年という年は東日本大震災のことを記載せずにはいられないと思い

まして、「生涯あんしん地域」というところで東日本大震災の記述が、いた

だいている資料の１０ページに出ていますけれども、そして、その施策とい

うことで基本目標の５の「生涯あんしん地域」チャレンジという形で、政策

の４・５で大規模地震・富士山地震というところと、災害に強い県土づくり

というところで示されていますが、同時に、今、第２次やまなし防災アクシ

ョンプランというものをつくられていますよね。前回、第１期の行動計画の

中では、先ほど森屋委員がおっしゃられた行財政改革プランは別建てで、し

かしすごく重要ということで、そのことをみんな認知しながら、議会も、多

分、市町村も、あるいは経済財政会議も取り組んできたと思うんですよね。 

  きのうの議論でもちょっとありましたけれども、いや、十分やっているよ

と、被災者支援もやっているし、放射能汚染対策もやっているし、いろいろ

やっているけど、でも、それは承知しながらも、やはりこのアクションプラ

ンイコール行動計画ですから、防災・減災に対するアクションプランはこっ

ちでやっているよというところを記述してほしいんですけれども、記述しな

いまでにも、きのうは御答弁がちょっとなかったんで、そういうふうに位置

づけをしていただいて、県民や市町村の多くにこれは行動計画としてやって

いる、こっちの防災アクションプランは防災でやっている、あるいは、その

上には地域防災計画があるというところを、やっぱりもう少し何かこの中で

アピールできるようなことができれば、ありがたいなと感じた次第ですけれ

ども、その辺はどうでしょうか。 

 

桐原政策参事  御指摘の防災関係の取り組みでございますけれども、総合計画審議会の中

でも、やはり東日本大震災があったこともありまして、防災の強化という意

見はたくさんいただいたところでございます。計画の扱いといたしますと、

今おっしゃられたように、地域防災計画と防災アクションプランを今年度つ

くっている、あるいは、地域防災計画については今後まとめてつくっていく

という予定になっております。防災自体それに向けてどういうことをしてい

くかというところのより具体の話につきましては、そちらの方にゆだねる形

で整理をさせていただいて、この計画の中ではそういうものをしっかり見直

してつくっていく記述に当然なるのではないかということで、両者の関係は

そんな位置づけで整理をさせていただいたところでございます。 

 

樋口委員  大きな地震がそんなに頻繁に起きてはかないませんから、つくっただけで



平成２３年９月定例会総務委員会会議録 

- 6 - 

終わることを祈るんですけれども、ただ、台風災害等がやはり来ることは、

もう何日に来るというのも私たち常識の中に入っていますし、東日本大震災

の後にも地震が関東地方、北関東を中心に余震というのか、群発というのか、

続いていますから、ぜひその意識をこれからも持ち続けていただくためにも、

こちらは行動計画やると、アクションプランでしっかりやっているよという

ようなことも、ここからにじみ出るようなことを、これからも求めていきた

いなということです。 

 

平出知事政策局長  まさに、今、樋口委員から貴重な御意見もちょうだいをしたところでござ

いますが、御案内のように、当然、震災対策・防災対策というのはもう県民

の安全に直結する事項でございますので、本計画では今御指摘いただきまし

たように、「生涯あんしん地域」チャレンジの中に政策として位置づけをさ

せていただいております。これを当然この中で項目建てをして取り組みをし

ていくという姿勢を、私どもとすれば出させていただいております。なお、

その中にございます地域防災計画でありますとか、あるいは、アクションプ

ラン、これらについては、県民の皆様に有効に活用されて機能するようなこ

とを、これからしていかなければならないと考えております。そういう意味

でも、この行動計画の中でそういう形でもって、今回改めて位置づけをさせ

ていただいております。私どもとすればそういう意識でやっていると御理解

をいただければと思います。 

 

久保田委員  基本目標の７の「改革続行」チャレンジの政策ツールの中にあります「知

事を頂点とする幹部職員が明確な時代認識と使命感を持って県政運営に取

り組む」とありますけど、昨年は５０施設の事業を公表し、進捗状況も公表

していますが、ここで言う「明確な時代の認識と使命感」ということについ

ては、具体的にわかりやすく説明していただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

 

桐原政策参事  そこに記載してございますチャレンジミッションにつきましては、前計画

からの引き続いて実施する事業ということでございまして、年度当初に知事

と幹部が当該年度に実施すべき重点事項について、その選定や実施方法につ

いて協議をするという仕組みでございます。御質問はそこに書いてございま

す「明確な時代認識と使命感」とは、具体的に何かということでございます。

明確な時代認識というのは、チャレンジミッション、今申し上げたような協

議の過程を経まして、知事と部局長で県の目指している方向とか、県の置か

れている状況、そういった状況認識とか、課題認識を共有化するということ

で、それに沿うということでこのような表現にさせていただいております。 

  また、使命感ということでございますけれども、部局長は知事を支え、ま

た部局の組織のトップでありますので、組織を効率的に運営していただいて、

具体の目標を設定して計画的に確実に業務執行に当たっていただく、努めて

いただくと、そういう点について使命感ということで記述をさせていただい

たところでございます。 

  

久保田委員  説明ありがとうございました。効果的に効率的な行政運営をやっていただ

きたいと思います。 

  次に、同じく業務目標７の４、今話題性がちょっと薄れたんですが、道州

制の実現に向けての取り組み、その調査、検討内容を具体的によろしくお願

いします。 
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桐原政策参事  道州制の現状の取り組みという御質問でございました。道州制につきまし

ては平成１８年ごろだったと思いますが、本県は南関東に属するという具体

的な区割りの議論まで出て、かなり進んだ時期がございましたけれども、現

在の民主党政権の中では道州制に関する具体的な検討というのは行われて

いないという状況でございます。民主党の現在の政府の中で、地方分権が「一

丁目一番地」という表現をされまして、地方分権に対して国の出先機関の廃

止でございますとか、法律で義務づけをしているような規定の見直しという、

地方分権自身の議論は法律改正ということで進んでおるんですけれども、基

本的に基礎自治体、市町村を中心にそういった地域主権改革を推進して、広

域自治体としてのいわゆる県の役割については、基本的にそのままで進めて

いくという考えがございますので、先ほど申し上げたように、ここ数年、道

州制の議論はあまり進んでいないというのが実態でございます。 

  県ではそういう中にありますけれども、本来、地方分権・地方主権の話と

いうのと道州制というのが、国の扱いでは違うかもしれませんが、私ども本

県では地方分権の取り組みを進めていくことが、将来の道州制のステップに

もなるだろうと思っておりまして、今、関東知事会のほうで国の業務を広域

的に合同してといいますか、受けるにはどうするかという議論も始まったと

ころでございますので、その中で御議論されているということと、野生鳥獣

や広域観光で、具体的に近隣の県と広域的な業務の仕方について、幾つかの

取り組みが進んでおりますので、そういうものを１個１個着実に進めていく

ということが大事だなと思っております。この計画における道州制の実現に

向けた取り組みでも、今申し上げたようなことで、当面は国の状況も大きく

変わらない限り、このようなことで進めていくということを考えております。 

  

久保田委員  よくわかりました。気を長く持っていきたいと思います。まだ日々努力す

る段階だと思っております。 

 

齋藤副委員長  ちょっと一言お伺いしますが、今回の第２期のチャレンジ計画、立派に作

成されております。４年間、知事がしっかりこの計画に沿って事業をやって

くれるだろうと思うわけでありますが、私は１点、これから中部横断自動車

道路ももう６年後ですか、開通します。リニアも実験線から実用線へともう

先がしっかりはっきり見えてまいりました。これらの新しいいろんなプロジ

ェクトが動いていくと、じゃ、一体山梨県はどういう方向に進んでいくんだ

ろう、県民の生活は将来どうなっていくんだろう、地域の産業は将来的にど

うなっていくんだろうか。中部横断自動車道路が実現したときに、横断自動

車道路を活用した地域の産業・文化、人の交流、そういうものがどういう方

向に進んでいくんだという、そういう目標ですね。その夢が実はこのチャレ

ンジ計画の中にあまり入ってないんです。 

  私は今回のチャレンジ計画は、どちらかというと、当面する課題の解決、

そういうものに重点を置いて、要するに守りの県政、全体的に守りの県政に

なっている。私はやっぱり将来の展望をしっかり県民にわかるような形で、

もっと大きな構造のビジョンを示すべきだと思います。リニアも開通して、

じゃ、リニアを生かして何をするんだと、将来的に、その周辺の開発だけで

はないんです。山梨県全体がどういう形で動いていくんだと。そういう言う

ならば守りだけでなくして攻めの県政ですね。攻めの県政をもう少し具体的

に今から話をしていかなければ、リニアが実現してからじゃ遅いんです。中

部横断道路が実現してからでは遅いんです。ですから、それを想定した形の
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攻めの県政、何をするんだということをはっきり県民にもわかるような形で、

示してほしいと思うんですが、知事政策局、リニア交通局それぞれの考え方

をお聞かせ願います。 

桐原政策参事  ご提案をさせていただいていますこの計画は、行動計画という性格でござ

いますので、４年間という知事の任期にほぼ合うような形で、特にマニフェ

ストを１つの柱としまして、知事のお約束したことを主体にどのような形で

具体化をしてこの４年間でやっていくのかということで、主要な施策や工程

までを具体的に県民の皆様にお示しをして、県民の皆さんが途中経過や成果

をチェックできるようなものとして策定をいたしてございます。ということ

で、４年間を中心につくってございます。 

  長期の展望ということにつきましては、かなり議会からも御指摘がありま

して、今回の計画では計画の前提として「将来の本県の姿」ということで掲

載をさせていただいたところでございます。掲載に当たっての考え方でござ

いますけれども、委員からお話がありましたように、今、リニアの実現とい

うことまではほぼ確実視される状況だと考えまして、そこまでの将来像につ

いては現在の施策を着実に遂行し、また、そこを目指して事業をやっていく

ことで、こういう姿がある程度の大きな確率を持ってできるだろうというこ

とで記載させていただいております。それ以降のものにつきましては、社

会・経済情勢も大きく変化する中で、記載しても不確実性がより増してしま

うということから、１つは５年～１０年先の中期的な将来像、さらにその先

としてはリニア開通時、開通後の１５年～２０年の姿ということで、整理を

させて記述をさせていただいたところでございます。 

  

 

小池リニア交通局長 今、齋藤委員からリニアの将来にわたっての目標、あるいは、その方向

性が示されてないと、守りの県政から攻めの県政に転じるべきではないかと、

こういった御指摘があったわけですけれども、まさに、今、委員言われるよ

うな、これからリニアが開業しどういった世界に、どういった社会に本県が

向っていったらいいのかと、これをつくるためのリニア活用基本構想の策定

に着手したところです。今後、そのリニアの需要予測も含め、経済効果等も

含め、いろんなあらゆる業種の方々から御意見を伺いながら、基本構想を固

め、そうしますと、将来的な目標・方向性が見えてくると思いますので、将

来的にはそうしたものを次期のアクションプランになるかもしれませんが、

そういったものに反映していきたいと考えております。 

   

齋藤副委員長  おっしゃることはわかるんですが、私は知事も知事を取り巻く知事政策局

も、やっぱり当面の公約を実現することは、もちろん政治家として当たり前

のことなんです。言ったことに対して、責任を持たなければならない。それ

を実現する、何をするかということはここでわかっているわけです。しかし

それだけでは山梨県政の将来の発展はないわけです。だから、既に皆さんこ

こにいる職員全部そうなんですが、将来、山梨県はどういう方向に進んでい

くんだと、そういう夢をみんな持ってもらいたい。皆さんが全員がそういう

夢を持って取り組んでもらわなければ県政の発展はないということなんで

す。ですから、そういう認識でぜひひとつこのチャレンジ計画を通して実現

を図り、それでその先の夢を皆さんでもっと大きく語り合って、そして、そ

の夢が県民にも伝わっていくような、そういう県政が中心となってその夢を

描いていかなければ、県民だってその夢はつくれないんですよ。ですから、

そういうことでリーダーシップをとって、そして、わかりやすい県政にして
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もらいたいということをお願いしておきます。 

   

平出知事政策局長  まさに、今、齋藤委員から御指摘をいただいたとおりだと思います。県民

の皆様に夢を持って日々生活をしていただける、また、安全で安心な生活を

していただけるというのは大変重要なことでございます。そういう中で私ど

もとしても当面の４年間、この行動計画に掲げました事業をまず着実に実施

し実行していって、その先にさらに県民の皆様にまた夢を持っていただける

ような、そういう方向に導いていきたいと考えております。当面この行動計

画は横内県政の行動計画でございますので、実現可能性のある４年間、任期

中に何をやるのかということを明確に県民の皆様にお示し、そして、それを

実行していくということで、お約束をするための行動計画でございます。 

  とはいいましても、今、委員から御指摘のありましたように、将来展望を

持たなければ当然県の将来というのは描けないわけでございますので、今回

は、前回の計画に対して御指摘もちょうだいしておりましたので、そういう

意味では将来的な観点も盛り込みながら、計画をつくらせていただいたとこ

ろでございますけれども、私ども職員も今御指摘のありましたような認識、

現状把握もしながら将来の夢も持ちながら、県政執行に当たっていきたいと

考えております。よろしくまた御指導いただければと思います。 

 

髙野委員  きのうチャレンジ計画の話を詳しく聞いたんですけど、聞く中で数値目標、

先ほどと多少重複しますけど、数値目標というのは僕なんかに言わせると、

数値目標のできるものと、できないものがあると思います。今回の大震災の

ような問題が起きると、ある部分においては計画が収縮しちゃうと、そうい

うことじゃないかなと思います。また、いろいろ羅列してあるこの計画につ

いても、緊急を要するものとそうではないものに識別されていくんじゃない

かなと思うんだけど、全ての計画が、みんなが重点主義で総花的な話じゃな

くて、先ほどの質問にもあったんだけど、これだけは毎年報告事項として確

実にやっていかなければならない、今までの計画が何もないものを、２６年

度には何だとか、また２２年度の現在の状況から２６年度に向かってこうだ

と。 

  やっぱり特に県債残高等の問題、また税収等の問題なんかは、１年１年チ

ェックを入れながらどういう方向に進んでいくか、その最後の流れが２６年

度の計画目標だというようなことでないと、じゃ、２６年になったらどうな

んだと。計画の３分の１も達成されてないのではないかということになった

ときに、知事初め皆さん方もあわせて責任が持てますかというようなことを

聞きたくなってしまうんですけど、何かすべてが同じランクの同じ重要度の

計画という意識なんだけど、私は今まで重要施策というのは何と何と何だと

いう部分があるから、やっぱりそういう部分においてはしっかりと努力目標

が目標数であって、その間の１年１年というのはどういう流れで進んでいく

のかなという、やっぱり重要施策等については私はそれは絶対出していくべ

きだと。１年１年それを見ながら反省しながら、さらに改革断行できるのか、

ちょっと改革のスピードが鈍るから何とか違う方法も、合わせ持って考えて

いかなければならないというようなことを考えていくのが、やはり皆さん方

の仕事じゃないかなと思っていますが、その辺についてはどうでしょう。 

 

桐原政策参事  計画へ載せた事業のうち、さらに重要施策という絞り込みというか、執行

上の差があるんだという御質問だったかと思います。計画につきましては重

点的に取り組むということでまず作成をしておりますので、基本的に県にあ
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ります全事業のまず２割程度のものを、載せさせていただいているというの

がまずございます。それから、４年間の予定ということで掲げてございます

けれども、委員おっしゃるように各年度の重要な点につきましては、また、

先ほど御質問にお答えさせていただきましたけれども、当該年度にチャレン

ジミッションということで、その中でも当該年度に重要事項を選び、どのよ

うにやっていくかということも協議をして、県民の皆さんにもこれを公開を

させていただくことで進めさせていただいております。 

   

髙野委員  簡単に言うと、交通事故を起した救急患者も一般病棟に行ってくれという

話にしか私には受け取れないんだけど、すべて同じ重要度の計画だと。いや、

そうじゃなくて、大事なものは大事なものとしてある。例えばこのチャレン

ジ計画の中に県政においての最重要事項とか、やっぱりそのくらいの区別と

いうのはつけておかないと、交通事故で緊急を要する患者に、一般病棟に回

ってくれというような話ではうまくないないのではないかと。局長、うまく

ちょっとまとめてください。 

 

平出知事政策局長  一部、政策参事のお答えと重複する部分があろうかと思いますけれども、

今、髙野委員の御指摘、私どもの考えといたしますと、県政全般の施策事業

の中から特に県民の皆様にお示しをして、この４年間重点的に取り組んでい

くべく施策だと認識をして、ここに行動計画として２８２の事業を掲げさせ

ていただいております。私どもの認識はこの中でさらに、今、委員のおっし

ゃるように、これが重要、これは重要度ナンバーワンなのか、これが重要度

で言えばナンバーツーなのか、そういう仕分けをいたしておりません。この

計画そのものはそういう意味では県政課題の中で、最重要課題を克服してい

くための行動計画だと認識をしております。 

  数値目標の管理につきましても、冒頭で委員から御指摘がありましたよう

に、当然、最終形としてはそこにお示しをしてございますような数値目標を

掲げてございます。これは当然のことといたしまして、毎年の進行管理をす

る中で数値目標についてどうなっているのか、つまり現状進捗状況がどうな

っているのかということを年度ごとにしっかりとそこはフォローをさせて

いただきながら、足りないものはさらにまた努力をする、目標をオーバーし

ていてもさらにまた努力していくという考え方で、数値目標も掲げさせてい

ただき臨んでいくつもりでおります。全体施策の中で私どもとしてはこれを

この４年間で、特に重点的に推進させていただきたいということでお示しし

ているものでございます。 

           

討論       なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

 ※ 所管事項 

 

質疑 

（台風１５号による身延線の被害について） 

大柴委員  よろしくお願いします。９月２１日に本県を通過した非常に強い台風１５

号によりまして、峡南地域や富士五湖地域では記録的な大雨が降りまして、

鉄道も相次いで運休し、道路が通行どめになるなど、県内の交通網は大混乱
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をいたしたわけですけれども、特に身延線の内船から甲斐大島間、線路下の

盛り土が崩落をしまして、約５０メートルにわたって線路が宙づりになった

ような状態になりました。これは本当に例がない壊滅的な被害を受けており

まして、当初はその被害の甚大さから、当分、運行の再開は無理ではないか

と悲観的な見方が多いのですけれども、多くの県民の足に重大な障害を生じ

ている中で、県は何らかの対策を講じたのか、ちょっとお聞きしたいんです

が、よろしくお願いします。 

 

大柴交通政策課長  ただいまの大柴委員の御質問にお答えをさせていただきます。県民にとっ

て移動の足となります公共交通の安定的な運行の確保というのは、県の交通

政策の大切な業務であります。そこで、今回の台風１５号の災害に当たりま

して、台風が本県を通過いたしました翌日の２２日に、まずは県内の鉄道を

初めとする交通機関の運行状況についてということで、情報収集を行ったと

ころであります。その結果、身延線の災害がかなり深刻であるということが

判明しましたので、すぐにＪＲ東海の静岡支社に電話で被災の状況とか、復

旧の見込みについてどうなのかということを照会したところであります。 

  ＪＲ東海側ではその時点ではまだ職員を現地に派遣しておりまして、状況

を確認中ということで明確なお答えはいただけなかったところなんですが、

その２２日の当日につきましても甲府から西富士宮間、こちらについては全

面運休という状況でして、翌日から３連休ということもありましたので、ぜ

ひ連休明けの２６日からについては、県民の足の確保をしていただきたいと

いうことで、可能な区間での折り返し運転、特に甲府から静岡寄りですね、

峡南地域等の県民の通勤・通学の大切な足となっておりますので、ぜひ可能

な限りの区間で折り返し運転をしていただきたいということ。また、２点目

としまして、運休される区間につきましても、ぜひ代替輸送手段の確保をし

ていただきたいということで、この２点につきまして要請を行ったところで

あります。 

  こうしたＪＲへの働きかけと並行し、仮にＪＲ側の対応が２６日に間に合

わなかった場合の対応としまして、身延線の代替バスの運行ができるように

ということで、バス事業者であります山梨交通、それから、バスの運行の許

認可を行います山梨運輸支局と連絡を取り合い、仮にＪＲ側の対応ができな

かった場合でも、何とか代替バスを運行して足の確保ができるようにという

ことで準備を進めたところであります。また、２３日からの連休中につきま

しても、随時ＪＲ東海側と電話で連絡を取り合いまして現場の確認作業、そ

れから、２６日以降の運行状況についての検討状況について照会をし、その

情報につきましてはバス事業者や運輸支局のほうとも連絡を取り合いまし

て、その対応を確認し合ったところであります。改めましてＪＲ東海には、

再三、可能な区間での折り返し運転をしていただきたいということ、それか

ら、運休区間についての振りかえ輸送等の対応についてということで、再三、

ちょっとくどいくらいに要請を行ってきたところであります。 

  そうした結果、ようやく２４日(土)の夕方になりまして、ＪＲ東海側から

２６日以降の予定についてということで、甲府・身延間につきましては、ダ

イヤのほうは通常ダイヤとはいかないかもしれないがという前置きでした

が、おおむね運転予定ということ。身延・西富士宮間につきましては内船の

被害がかなり大きいために、バスの代行で対応するということにＪＲ内部で

決定になったという連絡がありました。直後の状況につきましてはこのよう

に県からも再三ＪＲ側に要請を行ったり、関係機関と連絡調整等を進めると

いう対応を行ってきたところですけれども、ＪＲ東海が県からの要請を真摯
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に受けとめていただきまして、連休中の作業等を急いでいただいた結果、週

休明けの２６日からは移動の足の確保ができたという状況であります。 

   

大柴委員  ありがとうございます。 

  ２６日からは代替バスの運行と、また甲府・身延間の復旧ができたという

ことで、県の対策が早かったのではないかなと思いますけれども、まだいま

だに身延駅から西富士宮駅の復旧のめどというのは立ってないんですが、Ｊ

Ｒ東海からは復旧のめどに対しての何らかの情報というのはあったんでし

ょうか。 

 

大柴交通政策課長  先週の２８日の時点ですけれども、ＪＲ東海側からの説明としまして身延

線沿線全体では被災箇所は約１００カ所くらい、特に先ほどの委員の御質問

の中にもありましたが、甲斐大島から内船間で起こりました線路の盛り土の

大規模な崩落箇所、こちらにつきましては実際現地の調査を行っているんで

すが、詳細につきましてはやはり実際にボーリング等を行って調べてみない

ことには何とも言えないということで、復旧方法も含めましてこれから検討

をする予定と聞いております。それに当たりましてＪＲ東海側からは、多分、

月単位で時間がかかる見込みではないかというようなお話も聞いていると

ころであります。 

  

大柴委員  ありがとうございます。 

  月単位の復旧の見込みということなんですけれども、県民とすれば一日も

早い全面復旧を切望しておりますので、基本的にはＪＲ東海が鉄道事業者と

してしっかりと自分たちでやっていくと、直していくというのは十分わかる

んですが、身延線の復旧作業を急ぐことは県民としても一日も早い願いだと

思います。何とかその対応を県の方でしっかりと指導していただいて、この

アクションをしっかりしていっていただきたいと思いますので、よろしくお

願いをいたします。 

 

大柴交通政策課長  当然、県民の足となります身延線の復旧につきましては、一日も早く実現

していかなければならないと考えております。ＪＲ東海からの説明によりま

すと、当然、鉄道事業者でありますＪＲが身延線の復旧について、責任を持

って行うということですけれども、新聞等の報道によりますと、特に内船の

被災箇所等についてですが、上流部については治山治水対策などを行ってい

く必要があるのではないかということで、こういった治山治水対策について

はＪＲだけではできないことがあるので、地元の自治体に協力をお願いした

いという話もあります。 

  こうしたＪＲ側の意向も踏まえまして、正式にＪＲ側から要請が来ている

わけではありませんが、報道でそういったＪＲ側の意向等も確認したもので

すので、交通政策課としましては森林環境部や県土整備部の方で、９月の台

風災害の復旧対策につきまして検討を行っているところと聞いております

が、身延線の被災箇所と関連するようなところにつきましては、ＪＲ側の計

画等も踏まえて早急に対応を詰めていく必要があるのではないかというこ

とで、こちらの方からＪＲ東海の方に働きかけを行いまして、県の関連部局

とＪＲとの協議の場の設定を行ったところであります。今後につきましても

身延線の早期復旧のために、県としてできることは積極的に協力をしてまい

りたいと考えております。交通政策課としましても県の窓口となりまして、

ＪＲとの連絡や、また、庁内関係部署との調整等を行ってまいりたいと考え
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ております。 

   

        （東日本大震災に係る被災者支援、避難者支援について） 

樋口委員  何点か伺います。知事の議会冒頭の所信の中でも、被災者支援、避難者支

援の表明を継続してやっていくと表明されました。そこで約９００名の避難

者、ほとんどが福島県からの方々とお聞きしておりますけれども、引き続き

県営住宅を供与したり、民間賃貸住宅を借り上げて応急仮設住宅として提供

するとのことでありますが、その内容について県営住宅は無償貸与、民間賃

貸住宅はお金を県が負担して、被災県、被災市町村に立てかえというのか、

そういうことについてちょっとお聞きします。 

 

駒井東日本大震災支援対策室長  県営住宅の貸し付けでございますが、当初、目的外使用で

使用料免除ということで無償で貸し付けておりましたが、その後、災害救助

法に基づきます応急仮設住宅という取り扱いにさせていただいております。

今回、９月から始めた民間住宅の借り上げにつきましては、委員ご指摘のと

おりでございまして、被災者がまず不動産屋さんへ行き物件を探す。それを

市町村を通じて県に申請すると、不動産屋さんと被災者と県で３者で契約を

結び、住宅の賃料につきましては県が立てかえて被災者の方に無償で住んで

いただく。県が立てかえた分につきましては、災害救助法の応急仮設という

ことになりますので、後ほどまとめて被災県の福島県などへ請求していくこ

とができるということになっております。 

 

樋口委員  県営住宅の家賃も福島県に９月からは請求するんですか。 

 

駒井東日本大震災支援対策室長  建築住宅課の方でそのような取り扱いを、現在、考えてお

るそうです。 

 

樋口委員  ３月１１日に発生して４月ごろから、なるべく早く各県・各市町村が支援

をしていると思いますけれども、その契約といますか、９月からまた今変わ

りましたが、契約は例えば４月から半年とか、１年とか、あるいは、２３年

中とか、２３年度中とか、そういったところについてはどういう取り決めな

んですか。 

 

駒井東日本大震災支援対策室長  契約期間につきましては、契約時から原則１年間というこ

とになっておりまして、災害救助法に基づく適用がございますので、被災県

の方から、その後、延長していただきたいという要請があれば、随時延長し

ていくという仕組みになっております。 

 

樋口委員  当初、体育館とか、そういうところから始まりまして、市町村や県では本

当に速やかな対応をしていただいていまして、被災者の皆さんも感謝してい

ると思いますが、ここへ来てですね、被災県の方からはまだ来てないと思い

ますけれども、被災者や県人会の方からやはり契約を１年で切るのではなく

て、続けてほしいという声が非常に聞こえてくるんですが、その辺について

は担当課の方にはどのような声が届いていますか。 

 

駒井東日本大震災支援対策室長  直接の担当課は福祉保健総務課になりますけれども、福祉

保健総務課の方ではそういった声を聞いておると承知しております。 
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樋口委員  相馬市や南相馬市等々で北海道に土地を求めるような動きがあるやに聞

いているんですけれども、裏はとっていません。そういう声が公式・非公式

に届いていますか。 

 

駒井東日本大震災支援対策室長  現在、本県に暮らす被災地の避難者支援ということで、福

島県から職員が２日程度、毎週滞在しておるわけですが、その職員を通じま

して南相馬市とか、県の対策本部とか、そういったところへ情報収集、問い

合わせていただいたんですが、今のところそういった情報は持ち合わせてい

ないということでございました。 

      

樋口委員  引き続いてですね、福島県人会とも密接な連携をとられていくようですか

らぜひ支援の継続をお願いしたいと、私たちからもお願い申し上げます。 

  次に、9 月３０日に新聞で一斉に報道されました、県と５団体が山梨県内

避難者と支援者を結ぶ会というのを結成したということでありますけれど

も、これまで必要に応じて今話をしたような内容で、または被災者の要望を

聞きながら、あるいは、ＮＰＯやボランティア団体との連絡をとりながら支

援をしてきましたが、避難者と支援者を結ぶ会は新たに福島県人会など５団

体が、県と連携をし結成されたということでありますけれども、結成の目的

といいますか、その必要性について、あるいは、特徴についてお聞きをした

いと思います。 

 

小松県民生活・男女参画課長 今回、結ぶ会が結成されたということで、その必要性という

ことでございますけれども、福島県人会、それから、各種の支援団体、それ

ぞれのところでさまざまな活動をされておられますが、そういった中で支援

活動を通じまして、例えば生活に困窮しているとか、それから、精神面で追

い詰められているとか、そういった方が相当おられるということを、活動の

中で実感されているわけですが、ただ、一方でこれらの団体だけですと、個

人情報の保護ということがございますので、避難者の所在、それから、現状、

どういう状況にあるかということがわからない、支援をしたくてもそれを行

うことができないということがかなりあるというところであります。 

  そういったことから、早急に官民協働による取り組み、官が入っているこ

とでそういった個人情報についても、そういった壁が取り払われるというと

ころもございますので、そういったことによります全県的な支援体制を確立

し、それぞれの支援機関と連携をしながらきめ細かい支援を行う必要性があ

りまして、今回、こういった会を結成したというところでございます。 

 

樋口委員  小松課長が答弁しているように、どうやら新しい公共のモデル事業として

採択されたものに、新しいこの結ぶ会がその事業主体になるということだと

思います。その事業は６月に予算づけがされているんですが、ここに至った

経緯といいますか、なぜこの受け皿でこの事業が展開されるのか、あるいは、

どのように展開されていくのか、その辺について御説明いただきたいと思い

ます。 

 

小松県民生活・男女参画課長 この事業につきましては、今、委員がおっしゃられたとおり、

新しい公共支援基金事業のモデル事業ということで、８月３１日に交付決定

をしております。この事業は、今まさにチームでそういった問題を抱えてい

る方を支えるために、行政機関、それから、ＮＰＯ等の団体等が連携して取

り組んでいくということで、身近な相談役となりますパーソナルサポーター
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というのを育成し、市町村を通じてこちらの結ぶ会の事務局のほうに、それ

ぞれの避難者の支援してほしいというニーズを上げてもらい、それを受けて

養成したサポーターとマッチングをしまして、そして、必要な支援、相談等

の支援を行っていくということで、事業を展開していくものでございます。 

 

樋口委員  今、課長がおっしゃったのは、支援活動の核になるのが避難者の身近な相

談役になるパーソナルサポーターという人材だということでした。新聞にも

出ておりますけれども、これから１２月にかけて講座を開いて、２５人のサ

ポーターを養成するとありますが、どういった役割を果たすのでしょうか。

ちょっと話が出ましたけれども、きっときちんとした方といいますか、何と

いいますか、単にボランティアをやっている方とか、あるいは、助けてあげ

たい気持ちをもっているというだけではとても務まらないと思います。２５

人という数がどうなのかもよく教えていただきたいですし、資格を得るため

の講座というものの内容もわからないものですから、その辺についてどうい

う人が求められて、どのような講座の上にこの資格を得ることができるのか

伺います。 

 

小松県民生活・男女参画課長 まずパーソナルサポーターの養成でございますけど、今おっし

ゃられたとおりの専門性、それから、作業能力とか、人格的にも適性の備わ

っていることが必要とされると考えております。そうしたことから、この結

ぶ会の構成団体の中でいろいろな資格等を有している人材でありますとか、

それから、生活面、それから、就労とか、心のケアとか、そういったもので

専門的に行っている機関からも推薦をいただいて、そういった方に養成講座

を受講していただいた上で、終了した方をパーソナルサポーターとしていき

たいと考えております。 

  それから、どういった養成を行うかということでありますけれども、この

養成講座を５回行ってまいりますが、内容といたしましてはパーソナルサポ

ーターの果たすべき役割とか活動内容、それから、避難者への理解、それか

ら、相談のスキルということで、聞き取りをすることの基本とか、それから、

連携のあり方とか、実習ということも含めて養成をしていきたいと考えてお

ります。また、２５人という考え方なんですけれども、このパーソナルサポ

ーター単独だけで活動するというだけではなくて、事務局とか、数名のスー

パーバイザーという方の指導をいただきながら活動するということで、そう

いった指導等が行き届く範囲ということで、およそ２５名程度と考えており

ますけど、今後そのニーズも把握しながら、また必要に応じて養成を行って

いきたいと考えております。 

 

樋口委員  パーソナルサポーターに応募したいという人は、ホームページなんか見れ

ばわかるんですか、それとも、特別に何かありますか。 

 

小松県民生活・男女参画課長 この事業につきましては新聞にもありますが、１０月８日に事

業説明会ということで開始をいたしまして、専用のホームページ等で募集を

いたしますので、そういったところを通じたりとか、あと、結ぶ会、県も構

成員になっておりますので、そういったところから関係団体等に呼びかけ、

こういった事業の趣旨の説明等を行っていきたいということですが、基本的

に一般の方の公募ということは考えておりません。専門的なある程度の知識

等を有する方ということを対象に考えております。 
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樋口委員  ということは、専門的なあるいは実績のある団体からの推薦、あるいは、

それに準ずる形じゃないと、普通にホームページ、あるいは新聞を見て電話

して「私もなりたい」というのはちょっと御遠慮願うということですか。 

 

小松県民生活・男女参画課長 個人的に活動されていてすぐれた能力等を有する方もいらっし

ゃると思いますので、そういった方は会に所属していただくなりして、せっ

かく有能な人材が熱意を持ってやりたいということもあろうかと思います

ので、そういった際には適宜そういった人材に対しては対応していきたいと

考えております。 

 

樋口委員  同時に市町村への周知といいますか、連携も非常に大事だと思いますし、

先ほど心のケアとかいう話もありましたし、いろいろな法的なことで悩んで

らっしゃる方もいらっしゃると思いますから、そういった市町村への周知・

連携、あるいは、専門家との連携についてはどのように取り組んでいかれま

すか。 

 

小松県民生活・男女参画課長 市町村では全国避難者情報システムというもので、避難者情報

について承知をしているということになりますので、会の方から市町村あて

にチラシ等を配布したりとか、それから、説明等を行いながら避難者に周知

をしていただくということで、そういった避難者がその結ぶ会に登録をして

いただいて、そして、支援を受けていただくようにしていきたいと考えてお

ります。団体との協力の関係というのも築いていくという必要がありますの

で、先ほど申し上げたような生活とか、就労とか、それから、医療・福祉、

そういった団体にもこういった事業の趣旨等を御説明申し上げて、理解をい

ただいて関係を築いた上で、その後の支援が円滑にできるようにしていきた

いと考えております。 

 

樋口委員  この件については最後の質問ですが、本年度・来年度の２年間の事業で１,

０００万円と聞いていますけれども、県人会長のコメントありますが、伴走

形の支援をしてほしいと、まさにそのとおりだと思いますが、成果といいま

すか、今後の展望といいますか、その辺についてどのようにお考えでしょう

か。 

 

小松県民生活・男女参画課長 今回、震災で県内にいる避難者の方の中には、いろんな困難を

抱えていらっしゃる方もいるということで、こういった事業を行うことで１

人でも多くの方が不安を解消して、安心して暮らしていただけるということ、

それから、そういった方の支援を受けるだけではなくて、自分ができること、

地域で例えば社会貢献できるようなことを申し出ていただいて、そして、地

域の例えば子育て支援とか、遊休地の例えば再生支援みたいなことに、逆に

マッチングして取り組んでいただいて、それでその人の居場所とか出番づく

り、生きがいづくり、そういったものもつくっていただいていくような事業

になればと考えております。 

 

 

樋口委員  資料を見ますと連携団体もしっかりしてらっしゃいますし、事務局もきち

んとつくられるようでありますから、ぜひまた県としてしっかり支援といい

ますか、連携をしていっていただきたいなと要望しておきます。 
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        （外部評価について） 

樋口委員  次に、外部評価について伺います。行政評価アドバイザー会議について伺

いますけれども、おさらいの意味で今回の対象の事業について伺います。ど

ういう対象でしょうか。 

 

渡辺知事政策局次長 樋口委員の御質問にお答えいたします。行政評価アドバイザー会議にお

きます外部評価につきましては、９月９日～１１日の３日間にわたって公開

の場で行いましたが、事業を４０事業、それから、５施設の評価をいたしま

した。問い合わせの４０事業についてでありますが、県単独事業で５００万

円以上の事業費のあるものを対象といたしました。 

 

樋口委員  ３人のアドバイザーの皆さんに御評価をいただくんですけれども、３人の

方すべてが廃止という評価をした事業がありますか。 

 

渡辺知事政策局次長 行政評価アドバイザーは個々に評価するということになっております。

したがいまして、評価の分かれる場合もございます。廃止の事業でございま

すが、今回４０事業のうち一致した事業というのが１９ありまして、そのう

ちすべてが廃止という事業については２事業でございます。それから、この

公開の形式によります外部評価といいますのは昨年から実施しております

が、昨年度については４事業がすべて廃止という評価をいただいております。 

 

樋口委員  これまでの実績として、公開が昨年からということで昨年は４事業、こと

しが２事業ということ、ことしはこれからですけど、その昨年の４事業につ

いてはその評価を翌年度予算にどう反映がされたんでしょうか。 

 

渡辺知事政策局次長 この３人とも廃止と評価をしたものにつきましては、予算ですべて廃止

ということになっております。 

 

樋口委員  わかりました。じゃ、また後で勉強させてもらいます。ことし廃止と評価

された２つの事業はどういう事業ですか。 

 

渡辺知事政策局次長 今年度３名のアドバイザーが廃止と評価したものは、ことぶき勧学院運

営費とことぶき勧学院の大学院・甲府学園運営費と、この２事業でございま

す。 

 

樋口委員  非常に厳しい評価が出されていますけれども、９月の９、１０、１１の資

料を拝見して、そのことぶき勧学院の自主点検シートとか、そういった事務

事業の自己チェックのものを見ましたが、みずからのチェックはいいとして

も、しかし大変厳しい外部評価の結果になっている。担当からまた詳しくい

ろいろ聞いてみたいと思うんですが、この場で言える範囲で結構ですから、

自身の評価と外部評価の違いは真っ向から違ってしまって、その結果につい

てわかるところで結構ですから教えてください。 

 

渡辺知事政策局次長 まず行政評価の趣旨でございますが、職員自身が常に成果やコストとい

うものを意識することによって、成果重視の行政に向けて意識改革を行うと

いう趣旨でございます。したがいまして、行政評価自身は自主点検を基本と

しております。その一部につきまして、そうはいいいましても、職員にはノ

ウハウがあるわけではございませんし、客観的に見ているかどうかチェック
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する必要がございまして、この客観性・透明性を高めるという視点から、外

部評価を実施しているものでございます。 

  それで、御質問のことぶき勧学院を、３名とも廃止とした主な理由を見て

みますと３点ございます。現状認識が正しいかということと、目的に対して

手段が適切であるか、それから、コストについて検討しているかと、この３

点でございました。具体的に申し上げますと、このことぶき勧学院という制

度につきましては、県独自の先駆的な制度ということで、これまで成果を上

げてきたということは、アドバイザーの皆さんが認めているものであります

が、この制度が昭和６２年にできたものであり、それ以後、例えば県生涯学

習センターや市町村、大学、博物館、それから、民間におきましてもカルチ

ャーセンターとか、生涯学習の機会を提供する機関といいますか、機会が相

当増えていること。これが１点目の現状認識としてどうだというところで御

指摘がございます。 

  ２点目として、ことぶき勧学院の目的といたしまして、地域の指導者を養

成するという目的も１つあるわけでございますが、この地域の指導者の養成

というのは、高齢者に限らず若者や女性、ボランティア、ＮＰＯも含めて幅

広い層の参加を得て、リーダーの養成をしていく必要があるんではないかと、

こういう御指摘でございます。あと１点、コストの面で言いますと、１人当

たりの県費負担額が非常に高額であると、この３点を主な理由といたしまし

て廃止というような評価を受けたと承知しております。 

 

樋口委員  ありがとうございます。 

  このことが新聞に出たら何人もの方が「おれらの楽しみを奪うのか」なん

ていうことを盛んに言われまして、調べてきちんと答えなければならないの

かなと思ったりしたわけでございまして、またこのことも教育委員会のほう

ともお話をしながら、自分になりに考えてつくってまた御相談させていただ

きたいと思います。ありがとうございました。 

   

        （リニア中央新幹線について） 

樋口委員     もう１点、済みません、リニアについて伺います。スケジュールについて

改めて伺いますけれども、私の受けとめ方としてはことしじゅうに、遅くと

も今年度中にリニア新駅の設置場所の決定、そして、来年、遅くとも来年度

中にリニア活用基本構想の策定と理解しておりますけれども、いかがでしょ

うか。 

 

田中リニア推進課長 リニア活用基本構想策定のスケジュールについてのお話だと思います。

活用基本構想につきましては、平成２４年末、すなわち平成２４年１２月を

めどに策定することとしております。現在、それに向けまして、先日、基本

構想策定の基礎資料とするためのリニア影響調査にも着手いたしました。今

後は駅の需要推計ですとか、企業誘致の需要推計を行って、最終的にこれを

活用した活性化方策などについてまとめていきたいと思っております。 

 

樋口委員  その前に、リニア新駅の設置場所の決定についてはいかがでしょうか。 

 

田中リニア推進課長 失礼いたしました。リニアの新駅の位置の決定につきましては、できれ

ばことしじゅうにやりたいと思っております。 

 

樋口委員  この委員会の委員長がかなり詳しく本会議で質問されていますので、非常
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に参考になっているんですが、県が主体的にやってほしいという要請を受け

て、今、言ったようなスケジュールで行われているわけでありますけれども、

日々、検討・議論や調査が進んでいると思いますが、そこまでどういった段

取りで進めていってその決定を見るのか、その辺がもしありましたらお願い

します。 

 

田中リニア推進課長 決定までの段取りについてございます。まず先日９月６日になります

けれども、リニアの甲府圏域協議会から駅の位置については、最終的に県で

決定するようにという要望をいただきました。県としてはそれを踏まえてい

ろんな観点から比較検討をいたしまして、最終的にことしじゅうをめどに県

の期成同盟会などの場において、最終的に御了解をいただきたいと思ってい

ます。 

 

樋口委員  あと２カ月半ということでありますけれども、ぜひ精力的にお取りまとめ

いただいて、全県下が納得してそこに集中し、そして、新たな夢を描けるよ

うな、そんなことにつなげていただきたいと思います。そこから始まりでリ

ニア活用基本構想も、具体的に絵が出てくるんじゃないかと勝手に思ってい

るわけであります。そこで構想についてでありますが、まず今考えられるこ

と、６月定例会でも代表質問させていただきましたけれども、人体・環境へ

の影響についての心配、あるいは、災害や事故対策について万全に詰めてい

ただいて、まさに安全・安心を確立していただくのはもちろんでありますが、

先ほど齋藤委員からもお話がございましたけれども、１６年後のことであり

ますから、可能性を大きく膨らませておいていただいて、大きな構想をつく

ってほしいと思います。知事の答弁にもたしかあったと思うんですが、全国

に誇れる魅力ある県土づくりを目指す構想でなくてはいけないと思ってお

るわけです。 

  中にはネガティブなことを言う方もいらっしゃいますけれども、それはや

はり１６年後のことについてそういうメニューがあって、県・市町村あるい

は県民一体となって進めていくというところを、あらわすことができると思

うんですが、そこでどう考えてもこの間の議論のあった人口減少社会の中で、

日本全体があるいは特に地方が厳しい状態の中で新しく絵をかくわけです

から、東京一極あるいは中京圏・関西圏での一極ではなくて、首都圏、山梨、

中京圏というような形で、山梨の盆地にも省庁が幾つかあることを求めてい

くというくらいの、そういう気概を示してほしいなと、これはちょっと具体

的な願いなんですけれども、そのように思っているんですが、いかがでしょ

うか。 

 

田中リニア推進課長 リニアの開通後の省庁の移転、首都機能の移転についての御質問だと思

います。リニアが開通いたしますとやはり人の往来が非常に激しくなると思

います。そして、今後、例えば大震災がありましたけれども、首都機能が集

中していることについて非常に危険性があるということで、今後、またそう

いう議論が再燃してくるという可能性はあるとは思います。現段階ではまだ

具体的な話はございませんけれども、例えばさいたま新都心に国の省庁の幾

つかが最近は移っておりますけれども、そういうようなものを見ながら、今

後、必要に応じて可能性を検討していきたいと思っております。 

 

樋口委員  ぜひ夢のある可能性が大きく膨らんでいる基本構想づくりに向けて取り

組んでいただきたいということです。 
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  さて、ことしじゅうに駅がという話になりますのでいよいよ具体的になっ

てきます。議会も議連をつくって今まで積極的に取り組んできました。去年

の６月議会の最終日なんでしょうか、リニア中央新幹線の早期実現に関する

意見書も県議会として出しております。その中では、早期実現に向けて全国

新幹線鉄道整備法に基づく整備計画を速やかに決定することと、２つ目とし

て、実用化確認試験を着実に実施するとともに試乗会を早期に再開すること、

この２つを要望しています。１つ目は実現しました。また新たに私どもも議

会として、あるいは、議員として、議連として、実現に向けての意見書とい

うか、動きも積極的に取り組んでいかなければいけないかなと思うところで

もあります。 

  そこで、議会としてそういった取り組みをして、１つ目、先ほど言いまし

た整備計画については実現しました。さらに試乗会の早期実現、再開をする

ということと、あるいは、１番の課題・問題になっています新駅の費用負担

の問題、国やあるいはＪＲの東海の方からしっかりと財政支援などをさせる

ということについて、求めていきたいなと思っていますけれども、それにつ

いて局長の方ではどのようにお考えでしょうか。 

 

小池リニア交通局長 リニアにつきましては、去る５月に全国新幹線鉄道整備法に基づきます

整備計画の決定、あるいは、ＪＲ東海に対する建設指示、こういったものが

なされまして、それから数カ月ではございますけれども、その状況というの

は大きく進展してまいりました。こうした中で、今、現在我々は先ほど御質

問も出ましたけれども、具体的な位置の決定に向けてＪＲ東海と協議を進め

る一方で、リニアのプラス効果、これを最大限生かせるようにリニア活用基

本構想、これをつくるための調査に着手したところでございます。 その一

方で環境アセス、こういったものの手続があります。また、リニア実験線に

ついても１８ .４キロの走行実験を終えて、また新たな段階に移行するとい

う中でございます。 

  今後、こういったリニアが目まぐるしく進展する中で、今、おっしゃいま

した負担金の問題、これは非常に大きな問題でございます。このほか幾つか

生活環境の問題とか、いろいろこういった問題も整理したり、解決したり、

住民側に周知したりしていかなければならない問題も抱えております。こう

いった場合に対して機会あるごとにといいますか、機会を設けて総務委員会

の皆さん初め議員の皆さん方にも説明して、御理解願って、リニアが山梨に

とって最もプラスになるような方向に進みますように、また御支援をいろい

ろとお願いしたいと思っています。ぜひともよろしくお願いします。 

   

樋口委員  議連としてですね、やはり実現できたこと、あるいは、これから要請する

ことを、やっぱり私どももしっかりと考えていかなければいけないと思いま

す。議長もいらっしゃいますし、総務委員長もそういう立場で本会議で集中

して質問したところでございます。ぜひ詰めていただいてまた適切な対応を

とっていただきたいなと思います。 

 

 

   

主な質疑等 警察本部関係 

 

※所管事項 
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質疑 

（交通安全対策について） 

中村委員  私の方から二、三お聞きしたいんですが、交通安全対策の関係について質

問させてもらいたいと思うんですが、最近、横断歩道の白線とか、はみ出し

禁止、その関係で標示が消えかかっているところが見られるということで、

これは当然警察当局も限られた予算の中でやりくりしているんで、これは大

変なことだろうと思いますけれども、そうはいっても、はみ出しの禁止区域、

またはそういったものの標示が消えているということについては、毎年、そ

のことに対して警察当局はどのように取り組んでいるのか、その辺の関係に

ついての説明をいただきたいと思いますが。 

 

川崎交通規制課長  中村委員から道路標示の塗りかえに関しまして御質問いただきましたの

でお答えいたします。警察で管理しております道路標示につきましては、交

通規制に関するもので横断歩道のほか一時停止の停止線「止まれ」、あるい

は、はみ出し禁止の黄色の実線などが主なものでありますが、その標示の種

別及び地域や路線など、その交通量や道路形状によりまして磨耗の度合いも

異なります。したがいまして、一律に何年ごとに塗りかえるといった画一的

な基準は設けてございません。標示の種別によりまして更新の仕方も異なり

ます。 

  具体的には横断歩道標示につきましては３年に１回を目安といたしまし

て、地域を区分して現地調査を行って、磨耗状態など必要に応じて塗りかえ

を行っております。また、一時停止規制場所の停止線、「止まれ」の標示に

つきましては、交通事故につながる危険性が高いことから、毎年各警察署に

指示をいたしまして、視認性の悪いことに起因する危険性に配慮しつつ、順

次更新を行っているところであります。また、いわゆるはみ出し禁止の黄色

のセインターライン、黄色実線につきましては、標示の上を常時車両が通過

するわけではなく比較的磨耗しにくい、こういった状況から個々の路線にお

ける磨耗状態を考慮しながら、計画的に更新を行っております。なお、これ

らに限らず、現に磨耗が著しい道路標示につきましては、優先的に更新する

ように努めております。 

   

中村委員  わかりました。 

  それでですね、特に夜間の道路、非常に暗いときに雨なんか降りますと、

非常に我々が車の運転をしておっても何とかできないのかなという感じが

特にするわけでして、そんなときに、今、全天候型道路標示というものがそ

れぞれ各県でも取り組まれているという話も聞いておりますし、山梨県とし

ても当然この全天候型の道路標示というものを、やられておられるんじゃな

いかなと思いますが、その点についてはどんな状況になっているのかちょっ

とお伺いしたいんですが、いかがでしょうか。 

 

川崎交通規制課長  県警察では平成２２年度から視認性の高い道路標示を、夜間の交通量の多

く、また、低地で路面の水はけが悪いなどの場所に試験的に取り入れている

ところでございます。御指摘の全天候型の路面標示材につきましては、１メ

ートル当たりの単価が通常のものの２倍という状況でありますことから、こ

れを今後どの程度本格的に導入するかにつきましては、こうした先行した整

備箇所でコスト増に見合うだけの交通事故抑止効果があったかどうかを見

きわめた上で、慎重に判断してまいりたいと考えております。 
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中村委員  実はこの間インターネットでちょっと調べましたら、全天候型溶融式路面

標示ということで、これはインターネットからの資料ですが、この標示は夜

間雨が降ったときに非常に浮かび上がってくる。これは、多分、反射された

ような形で路面標示板が出てくるだろうと思いますけれども、この標示は実

は我々を初め車を運転されている方たち、また、横断歩道を横断される方た

ちにとって、非常にはっきりわかるということです。もちろん予算が先ほど

の説明では普通のものより２倍ぐらいかかるという話ですけれども、しかし、

そうはいっても、こういったことに対する安全対策ということで、積極的に

今後取り組んでいく必要があるんではないかなと思いますけれども、その辺

はいかがでしょうか。 

 

川崎交通規制課長  全天候型の標示材のことに関しましては、現在、どの程度の交通事故抑止

効果があるか、検証中でございます。道路照明の整備状況や路面の水はけ、

夜間の交通量、ドライバーの運転適性など、それぞれの地域におけるこれら

の条件も左右されると思いますので、先ほど申し上げましたコスト増に見合

うだけの交通事故抑止効果があるかを独自に見きわめまして、いいものであ

るということが確定できれば、積極的に導入を図るということも考えていき

たいと考えております。 

 

中村委員  それで、もう一つはですね、７月２０、２１、２２日と研修で群馬県へ行

くに当たりまして、ちょうど２０日の日に実は通行どめで、埼玉へ行くのに

非常に苦労したんですが、そのときたまたま雁坂だけは通ることができたと

いうことで、それで雁坂を通過しまして埼玉、群馬へ入ったわけですけれど

も、そうしましたら、山梨県の関係で通行どめというか、そのような形に対

する緊急輸送道路の指定というものを当然されていると思うんですが、この

緊急輸送道路の指定というのは、警察当局だけではなくて、消防防災課また

は道路管理者等々が当然やっていく問題だろうと思いますが、緊急輸送道路

の指定に対しまして、警察当局としても当然打ち合わせをしていくと思いま

すけれども、その辺についてはどのような見解をお持ちなのか。 

  それから、もう一つはこの緊急輸送道路の指定の道路が県内で何カ所ぐら

いあるのか、もしおわかりでしたら御答弁をいただきたいと思いますが。 

 

川崎交通規制課長  緊急輸送路につきましては、山梨県緊急輸送道路ネットワーク計画で指定

されております。先ほど何路線ということでございますが、第１次と第２次

がございまして、第１次につきましては１７路線、第２次につきましては８

１路線を指定してございます。 

 

中村委員  わかりました。 

  それで、実は山梨県の緊急輸送道路の指定箇所に、広報標識の設置がない

ということで、今後、特に震災に備えて危機管理をしっかりしていかなけれ

ばならないということは当然だと思うんですが、実は雁坂を越えまして埼玉

へ入りましたら、埼玉県では「緊急交通路、地震災害時一般車両通行禁止、

埼玉県・埼玉県警察」ということで、実はこういった標示がされているわけ

ですね。これを見まして「あれ、山梨県ではこういった道路標識があったの

かな」という感じがしたわけです。したがって、私どももこれはやはり今後

山梨県としても、こういった広報標識の設置というものを、考えていく必要

があるのではないかなという感じがしたんですが、その辺につきましての所

見をちょっとお伺いしたいんですが。 
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川崎交通規制課長  先ほど緊急輸送道路ネットワーク計画で指定されておるという説明をい

たしましたけれども、今、中村委員おっしゃいましたように、事前の広報標

識の設置等につきましては、基本的には県や道路管理者が主体となって行う

ものと認識はしておりますが、警察といたしましても震災時の被害や緊急輸

送路の確保等に伴う交通規制並びに交通情報の提供との関連もございます

ので、有事に備えた県民への周知・広報等につきましては、県と警察が連携

いたしまして、また、県等に対して働きかけを行うなどしてまいりたいと考

えております。 

 

中村委員  ありがとうございました。 

  ぜひ私はこういったことは、もちろんこれは県全体で考えていかなければ

ならない問題だということは十分承知しておりますけれども、しかし、これ

はやはり山梨県の警察としても、こういった広報標識に対する設置を積極的

にやっていくような形でもってぜひやっていただきたいと思います。また、

私どもも財政当局にもこういったことに対しましては、当然話をしていくつ

もりでおりますけれども、いち早く取り組んでいただくようにお願いをした

いと思います。 

   

 

主な質疑等  総務部、出納局、人事委員会事務局、監査委員事務局、議会事務局関係 

 

※第７５号    森林及び環境の保全に係る県民税の特例に関する条例制定の件 

 

質疑       

 

樋口委員  何度も長い期間にわたって本会議の中でも議論し、また質問してまいりま

したが、この際でありますから質問します。まさに復興財源のための増税や、

その後、２０１０年代半ばごろまでに税と社会保障の一体改革をするという

ことが言われていますけれども、この時期に山梨県としても新たな税負担を

求めることについてはどのようにお考えでしょうか。改めて聞きます。 

 

上小澤税務課長  国において増税が検討されている中、新たな税負担を求めることについて

の質問でございます。国におきましては先ほど委員からもお話がありました

とおり、少子高齢化の急速な進展に伴いまして費用が増大する社会保障につ

いて、消費税率を段階的に引き上げて、２０１０年半ばまでに１０％にする

方針が打ち出されております。また、東日本大震災の復興の財源を賄うため、

国税としては所得税と法人税・たばこ税、地方税においては個人住民税と地

方たばこ税の増税などが検討されているところです。これらの負担増につき

ましては将来に先延ばしすることなく、国民全体で支えていくという考えの

もと行われるものでございます。 

  一方で、県土の保全や地球温暖化防止など、公益的機能を有する本県の民

有林の一部は荒廃が進んでおりまして、その多様な公益機能の低下が懸念さ

れております。こうした中、健全な山梨の森づくりを推進することは同様に

重要であると考えております。御承知のとおり、東日本大震災や過日の台風

におきましては、自然災害として甚大な被害をもたらしました。こうしたと

きだからこそ、土砂災害の防止や洪水の緩和などの公益機能を持つ森林を適

正に整備・保全していくことが、県民に安全で安心して暮らしていただく上
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で極めて重要であると考えております。そのための財源としまして県民・企

業の皆様方から御負担をお願いするものであり、県民の皆様方に御理解をお

願いしたいと考えております。 

   

樋口委員  まさに県民の財産を守るということと、今、課長の方から話がありました

ように森林を守ることで、県民を災害やいろんなことから守っていく、地球

環境の面からも、環境面から守ってもらうということでありますけれども、

それにしましても、大震災や急激な円高で経済環境は非常に悪い、円高の影

響で景気が低迷しているということでありますから、税負担が増えるという

こと、来年の４月からの分について増えるということでありますから、しっ

かりと今回のいわゆる森林環境税の趣旨や税収の使途、森林環境委員会の方

の所管になりますけれども、先ほど基金条例についても説明がございました。

税収の使途などについて広く県民に改めてしっかりと周知をして、御納得を

いただく必要があると思いますけれども、その辺についてはどのようにお考

えですか。また、それをしなければ、やはり御納得いただけないんじゃない

かなと思うわけですが、いかがでしょうか。 

 

上小澤税務課長  県民への周知についての御質問にお答えいたします。大変厳しい経済状況

の中にありまして、県民の皆様方に新たな税負担をお願いすることになるこ

とから、県民の皆様への周知を図っていくことは大変重要な課題と考えてお

ります。これまでに森林保全の必要性や税の使途などにつきまして、県民へ

の十分な理解が得られるよう、４月にはアンケート調査を県内の全戸に３０

万部配布して、県民参加の森づくりに関して広く県民の意見を聞いておりま

す。また、８月には「森づくりを考える県民フォーラム」や、県内４地域で

の県民との意見交換会などの開催を行ってまいりました。 

  今後につきまして、条例案が可決された場合には、森林環境部と連携して

ポスターやリーフレットの配布、さらには県政だより「ふれあい」や県政番

組、県のホームページなど県の広報媒体を活用して、広く県民の皆さん方に

周知を図っていきたいと考えております。また、事業者に対する広報につき

ましては、法人会連合会などの商工団体や税理士会等の協力を依頼していき

たいと考えております。さらに、税務署や市町村にも協力を依頼しまして、

確定申告の説明会での説明や市町村の広報誌への掲載、納税通知書の周知文

書に同封など、あらゆる機会を通じまして県民の周知を図っていきたいと考

えております。 

   

田中総務部長  担当の課長から答弁申し上げたとおりでございますが、県民の皆様方にお

願いする話でございますから、これは極めて慎重に検討する必要があるわけ

でございます。３月１１日の震災があった後の経済情勢、また、円高という

ことも加わりまして、非常に厳しい経済情勢だということはよく認識をして

いるわけでございますが、他方で本県の森林の荒廃の状況、またその荒廃に

も因果関係あると思うんですけれども、台風災害などによっていろんな土砂

崩れとかが起きているという状況もございます。そういうことも考えますと、

森林の公益的機能、洪水を防止するとか、それから、水源を涵養するとか、

そういう機能を維持して発展させていくということは、これもまた喫緊の課

題で待つことはできない課題であると考えておりまして、現実に日本全国で

見ても、３１県によって既にこれは導入されている税でございます。そうい

うこともありまして、今回、森林環境税ということで県民の皆様方に負担を

お願いすることになるわけでございますが、先生の御指摘踏まえまして十分
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に、国においての増税の検討も進んでいる中でありますので、十分に周知を

図っていきたいと思っております。 

  

齋藤副委員長  むげに反対するわけではないわけですが、使い方をちょっとお聞きしたい

と思います。現在、山梨県の森林、相当荒廃が進んでおるということで、こ

れを改善して涵養なり、あるいは、また里山の整備なりしていくということ

は大変なことなんです。基金を設置してあるようでありますが、私に言わせ

ると、基金を設置して小出しに少しばかりずつ、森林を改善していくのでは

なく、思い切ってやらなければ効果は少ないんですよ。だから、やっぱりし

っかりした計画を立てたら、もう基金に積み立てることなく、思い切って短

期間に森林の荒廃に対する対策に取り組んでいかなければ効果は少ないん

ですよ、私はそう実は思っております。ですから、使い方について考え方だ

けちょっと聞いておきたいと思います。 

 

上小澤税務課長  今回の新税の対象となる森林についてでございますが、本県の森林面積に

つきましては３４万８ ,０００ヘクタールございます。そのうちの県有林が

４６％、民有林が５３％ということになっております。今回の事業の対象と

なる森林につきましては、荒廃が進んでいる民有林の１万９,０００ヘクタ

ールが対象となります。そのほか里山林としまして３ ,０００ヘクタール、

そのほか県有林の一部に広葉樹を植林し針広混交林に誘導するための面積

が２万４千ヘクタールあり、こちらが対象になります。具体的な事業の内容

が３つございまして、１つが多様な公益的な機能の維持・増進をする森づく

りとして、いわゆる荒廃した民有林の伐採を進めるような事業でございます。

２つ目が木材・バイオマスの利用促進として、いわゆる学校施設等に建材、

生産材の利用促進をしたり、あるいは、バイオマスの資源の活用の促進とい

う形です。もう一つが社会全体で支える仕組みとしまして、いわゆる森づく

りの普及啓発、環境教育等の推進に充てることとしております。事業費につ

きましては２０年間で総額９６億２ ,０５９万円、うち新税を充てる部分に

つきましては６１億円程度ということになってございます。 

 

齋藤副委員長  そこで、それぞれの基金というか、要するに金の使い方ですね。一応そう

いう計画で２０年間という長期的なスタンスを持ってやっていくようであ

りますが、２０年もかけてやっているとせっかく新税を取り入れても効果が

少ないんですよ。２０年もかけてやったんであれば、荒廃が進んでしまうん

すよ。だから、もっと短期間にやることを考えた方がいいじゃないかと私は

思っているんです。ですから、短期間にやることによって森林の改善とか、

そういうものだけではなく、やっぱりこれだけ景気も低迷している中でいろ

んな産業、新しい産業の分野にも使うこともできるし、雇用の拡大にもつな

がることもできるし、ですから、やっぱりできるだけ短期間でやってほしい

と思うんですが、その考え方はいかがですか。 

 

上小澤税務課長  基金については、小出しにするのではなく、その年度の税収はその年度に

見合う量の事業を実施する考え方でございますので、平年ベースは２．７億

円、初年度は約２億円を充てるような形になります。それを２０年間、推進

の状況を見ながら実施していきます。 

 

田中総務部長  委員御指摘のとおり、森林の荒廃というのは非常に憂うべき状態でござい

ますので、私どもとしましてもできるだけこれは短期間で効果的にやってい
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きたいという気持ちはあるんですが、一方で財源の制約もある中で、私ども

としましては先ほど税務課長が申し上げた本県において整備していかなけ

ればならない全体の森林のうちで、やはり将来にわたって公益機能を発揮さ

せる必要があって、かつ、森林所有者がもう手入れはされずに荒廃した民有

林という形で重点化をしていきまして、特に急ぐ必要があるところはまず５

年間やって、５年後にまた見直しをしていくということで、今回も森林環境

税の制度設計をさせていただいているところでございますので、５年間の期

間ですね、最も効果が発揮されるところを重点的にやっていって、また改め

てその５年後にその状況を見て、見直しの必要性を判断したいと考えており

ます。 

   

齋藤副委員長  先ほどの説明の中で２億７,０００万円が１年間に見込め、２億円を計画

して７,０００万円は基金へ残しておくという説明でした。最初から新税を

とって２億円使って７ ,０００万円基金へ残しておくなんていう使い方では、

７,０００万円が必要ないことだから、そんな５００円なんて必要ない。私

は２億７,０００万円税収あるんだから２億７,０００万円で計画を立てて、

その中で残ったものを次期に積み立てるという考え方でなければおかしい

んですよ、実際。せっかく２億７,０００万円の税収を得たんだから、２億

７,０００万円の中の計画をまず立てて、そして残ったものを基金に積み立

てていくという考え方はわかるんだけど、最初から２億円使って７ ,０００

万円残しておくなんて考え方だったらね、５００円なんて要らないですよ。

どうですか、その辺は。 

 

上小澤税務課長  私の説明が誤解を招いたかもわかりませんけど、基本的には当該年度で集

めた税収につきましては、当該年度で使うという考え方でございます。平年

ベースで２億７,０００万円ということでございまして、初年度につきまし

てはそれよりも若干減るということでございますので、基本的な考え方とし

ましては、当該年度に入った税収につきましては当該年度の事業で使うとい

う、そういう仕組みになってございます。 

 

齋藤副委員長  県民にわかるようにやってください。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 第７８号   山梨県職員の特別褒賞金に関する条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第７９号   山梨県職員定数条例中改正の件 

 

質疑       
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森屋委員  午前中の企画でチャレンジ山梨行動計画のことに若干触れさせていただ

きましたが、行政改革ということでここまでは県債残高削減、それから、公

共事業費削減、それから、県職員人員純減という議論、どんどんやってくだ

さい、そして、成果が出てきたことを「あ、よく御努力されました」という

雰囲気で来たような気がするんですけれども、しかしながら、ここまで進ん

できていよいよ次のステップに来たなという感がしているんですね。それは

なぜかというと、午前中ちょっと言いましたけれども、県債残高もどんどん

減らせばいいじゃないかということなんだけれども、しかしその一方でかな

り身に迫ったとか、県債の発行をへらせば普通の県民生活あるいは企業活動

にすぐ影響が出る。 

  それはいわゆる公共事業削減も、公共事業だめだと、減らしなさい、どん

どん減らしなさいと言ってきたけれども、いよいよもうこれ以上減らせるの

かという、僕は極限に来ているような気がしているんですね。ですから、や

っぱりこの辺からはそういった意味でもっと違った次元での議論を、これか

らはしていかなければならないという気がしているんです。今回のこの定数

条例の改正というのは、既に実現されたことに対する定数削減ですけれども、

やはりこれからは一方で組織のあり方みたいな議論をしていかなければ、一

方で職員は減らされてきて、でも、この間からいろんな議論がありますが、

本会議でもあったように気がしますけれども、仕事はそんなに減ってない。

むしろ部局によっては偏りがあって増えているところもあるんだというこ

ともあるんですね。 

  だから、県職員という人たちの使い方の、やっぱりそもそも論みたいなと

ころの組織のあり方みたいなもの、言ってみれば僕は１つはもう少しフレキ

シブルというか、固定した部局所属ではなくて、何かのときにはフレキシブ

ルにある程度動かせるような人事というのも、ありなのかななんて最近思っ

ているんですけれども、そういう議論というのは県庁の中でされているんで

すか。もちろんされていると思いますけど、具体的にどういう場でどういう

形でされていますか。 

 

原間総務部次長  委員御指摘の点につきましては、まことにもっともな点かと思うわけでご

ざいまして、そういう意味では組織の見直しというものを常時進めていく必

要があるわけでございますけれども、それにつきましては行政改革推進課の

方が中心となりまして、毎年、組織の見直しということで作業をいたしてお

るところでございます。 

 

森屋委員  それも若干は知っているんですけれども、なかなかそもそも論的なやっぱ

り根本的に人員の配置みたいのを変える、あるいは、機構みたいのを変える

議論までなかなかならないなと、これまでずーっと話をしてきて感じている

んですね。やっぱり僕はこの際ね、そういうところまで踏み込んでいかない

と、なかなか既存のやっぱり部局のあり方や、そこに人を配置していくやり

方ではね、もうかなり限界に来ているなという気がするんで、こういうこと

をお話しさせていただきましたけれども、おそらくこれからも県職員の削減

というのはきっと進んでいくんだと思いますが、ぜひですね、この場では議

論することではないかもしれませんけれども、一方にはそういうこともやっ

ぱり頭に置きながら、県というのはやっぱり、この後、所管でちょっとやり

ますが、本当に新たな行政需要みたいなものも生まれていて、県の役割とい

うのは実は縮小していって、県がなくなればいいなんていうことじゃないん
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ですよ。新たに県がもっと役割を果たさなければならないっていう場面がむ

しろ増えているんですよ。だから、そういう意味でもやっぱり既存の組織に

とらわれないそういう議論を、ぜひこの際また進めていっていただきたいな

と思いますけど、部長。 

 

田中総務部長  委員が御指摘のとおり、今まで行財政改革というのを精力的に進めてきた

わけでございますが、これからの県政を考えていくときに、やはり県民サー

ビスと、それから、行財政改革というのを両立していくと。どっちが大事と

いうことはないんであって、県民サービスを気にしながら行財政改革という

ときには先生が御指摘いただいた組織のあり方をどうするとか、職員の適正

配置とか、そういった視点が相次ぐわけでありますが、その２つをバランス

よく確保していくということが何より大事なんであろうと考えております。

委員の御指摘もよく踏まえながら、また、今後、県政運営に当たっては配慮

していきたいと思っております。 

   

齋藤副委員長  ちょっとお聞きしたい点がありますが、行財政改革を進める中で指定管理

者制度も導入されていると思っております。この指定管理者制度を導入され

て、指定管理者制度でどのくらいの人員がそこで削減できているのか、指定

管理者制度でどれだけの効果があったのか、ちょっとその辺を教えてくださ

い。 

 

原間総務部次長  指定管理者によります人員削減数につきましてはちょっと今手元に数字

がないものですから、また後ほどお届けをさせていただきますけれども、指

定管理者制度の導入につきましては、これも行革推進課の方が中心になって

進めておりまして、かなり多くの実績を残しているものと承知をいたしてお

ります。 

 

齋藤副委員長  全国的に指定管理者制度というのは普及されて改革されているわけです

が、指定管理者制度で削減される、これは当然民間委託するんだから、それ

だけのものが人員は削減されて浮いてくるわけなんです。それとその浮いて

くる者とこの部局で削減された数字が、どうなっていくのかということなん

です。それでいけば、指定管理者で何人減らせているのかということによっ

て、果たして削減した率が適正かどうかということの評価が出ると思うんで

す。その辺はわからないですか。 

 

原間総務部次長  定員適正化計画を作成・策定をいたしました時点で、指定管理者制度の導

入等も含め見込んだ上で、最大限の縮減目標というものを立てまして計画を

進めてきたところでございます。したがいまして、その削減目標を上回る７

９４人の削減が達成したということでございますので、当然、そういった指

定管理者等の影響がよい方向に出ているものと考えております。職員数が適

正かどうかという判断はどこにというお話でございますけれども、知事も答

弁で若干触れましたが、人口規模類似県といったところの比較の中で、果た

して職員数がどの程度の位置なのかというところが、１つの物差しになろう

かと思っておりますけれども、本県の人口プラス・マイナス２０万人の規模

で把握いたしますと、全部で９県になりますが、その９県のうちで職員数人

口１０万人当たりに対する数ということで比較をいたしますと、本県は職員

の数が少ない方から３番目ということでございますので、職員数の規模とい

う意味では、適正な水準が確保されていると考えております。 
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齋藤副委員長  私は厳しいこの時代で、例えば企業は経営が苦しいときなどは、必ず人件

費から削っていかなければ立て直すことができない。今、行政もやっぱり人

件費というものが、相当のウエート占めておることは間違いないわけですか

ら、私はこの削減した率が果たして、類似県は類似県として、山梨県として

適正かどうかということの判断はまだ私にはわかりません。いずれまた検討

させてもらいますが、指定管理者制度で幾つ指定管理者に出して、何人それ

で人員が削減されているのかということ、その考え方をちょっと教えてくだ

さい。 

 

原間総務部次長  数字の方は後ほど整理をいたしましてお届けをさせていただきますけれど

も、基本的には先ほど申し上げましたような観点からも、本県の場合は適正

な規模にあると考えているところでございます。今後とも簡素で効率的な組

織づくりを進めまして、片方では県民サービスを十分に確保しつつ人件費を

抑制し、効率的な行政運営を確保するという姿勢は変えずに、今後とも進め

てまいりたいと考えております。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※ 第８０号   山梨県県税条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

※ 第８５号   平成二十三年度山梨県一般会計補正予算第一条第一項歳入歳出予算の補

正額及び歳入歳出予算の総額、同条第二項歳入各款及び歳出中総務委員会関

係のもの、第二条繰越明許中総務委員会関係のもの並びに第四条 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※ 第９６号   特定事業に係る変更契約締結の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 
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※ 請願第 23-3 号  国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の１  

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-7 号  私学助成制度の堅持及び充実強化に関する意見書の提出を求めるこ

とについて 

 

意見      （「採択」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で採択すべきものと決定した。 

 

※ 請願第 23-8 号  行政書士に行政不服審査法における不服審査手続きの代理権の付与 

           を求める意見書に関することについて 

 

意見      （「採択」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で採択すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-13 号  原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出を 

          求めることについての請願事項の１及び２ 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-14 号  「浜岡原発」の永久停止・廃炉を求める意見書採択を求めることに 

          ついて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 



平成２３年９月定例会総務委員会会議録 

- 31 - 

 

 

※ 請願第 23-15 号  浜岡原子力発電所を永久停止（廃炉）にすることを求めることにつ 

          いて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-16 号  山梨県議会議員の海外研修制度の廃止を求めることについて 

 

意見       

 

樋口委員  それぞれのときにいろんなところから、このことについては意見を求めら

れました。私は必要なことだと答えております。また、さまざまな場面、あ

るいは、多様化する県民ニーズ、あるいは、今の日本、山梨ということをか

んがみたときに、しっかりと議員が研さんを積むこと、見聞を広めることは

必要だと思っております。また、４月に出された住民監査請求の監査結果に

おいても、その必要性は認められているところでもあります。しかしながら、

諸般の状況にかんがみて、議会としてはさらにその必要性をしっかりと検討

していく必要があるものと考えております。継続審査を求めます。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

  ※所管事項 

質疑 

（消防の広域化について） 

森屋委員  それでは、本会議でもお話がありました消防広域化について若干お話をさ

せていただきたいと思います。まず、整理をさせていただきたいんですけれ

ども、本会議の質問においては全県下組織の一本化ということを中心に議論

がされたと思います。実はこの問題にはもう一方の課題があります。それは

消防無線のデジタル化に対応していかなければならない。それにあわせて指

令業務の一本化ということも１つの課題・テーマになります。ですから、こ

の消防広域化問題についてはこの２つの論点があるんだと思います。 

  最初の組織の一本化ということにつきましては、私は本会議での知事答弁、

あるいは、部長・本部長答弁で理解ができました。大変難しい問題だと思い

ます。それは基本的には消防組織法上からいくと、町村の業務でありますか

ら、できれば市町村の皆さん方が自主的にそのことを議論していただいて、

進めていただければいいわけですけれども、現実論としてはなかなかそれぞ

れの消防、既存の県内１０の消防本部の皆さん方が、他のところと何という

んですか、連携をしていく、あるいは、一本化していくという、なかなか現
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状では私はインセンティブがそこに生まれてない、生まれてこない。ですか

ら、そこに県としてどうやって係わっていくかと、非常にナイーブな問題だ

し、しかしながら、県には一生懸命やっていただきたい。ただし、これは期

限の決められたことではありませんから、といって、長々やる問題でもない

と思いますけれども、ぜひここは慎重にも慎重の上に、市町村の皆さん方の

総意をつくり上げていただいて、それに県のリーダーシップをぜひ尽くして

いただきたいと思います。 

  そこできょうは、もう一方の問題であります消防救急無線のデジタル化、

あるいは、指令の一本化という話であります。これは実は皆さん御存じだと

思いますけれども、期限が決められています。これは国の補助制度の関係で、

県下一本ですべてを一元化していって、この工事をやれば有利な起債を認め

ますよということなんですね。それが平成２８年５月までということであり

ますけれども、現状においては私の知り得る限りでは、この既存の消防広域

化推進協議会の中において、このことも並行して進まないと聞いているわけ

でありますけれども、なかなかこのことで合意形成ができないという現状は、

何が一番の問題なんでしょうか。まずそこからお聞きをしたいと思います。 

 

宮原消防防災課長  委員御指摘のとおり、消防組織法におきまして消防につきましては市町村

の業務ということがうたわれております。しかしながら、消防の広域化に関

しましては、本部機能の統合によりまして、管理部門の方を現場活動へつか

せるというようなことで、消防力の強化という面では多くのメリットがあり、

県といたしましては本県の人口規模、あるいは、地理的条件などを見て、県

下１消防本部体制が適しているということで消防広域化推進計画をつくり

まして、県が調整役になって広域化の推進を進めているところでございます。 

  それで、委員がおっしゃった消防指令の一元化につきましても、組織だけ

ではなくて消防指令のデジタル化については２８年５月で期限が切れます

ので、これは進めていかなければなりません。現在、消防の推進協議会があ

りますので、消防救急無線のデジタル化あるいは指令の一本化につきまして

も協議会の事務として行っているところでございます。それで、消防指令の

一元化につきましても整備費用の節減が図れるとか、情報の共有化が図れる

ということで、消防広域化、組織の広域化とあわせて進めているところでご

ざいます。 

  

森屋委員  デジタル化のスケジュール表をいただいたんですね。これを見させていた

だくと、当然、今、課長さんがおっしゃったように、組織論の方が先行して

まとまっていけば、当然、デジタル化も一本でできるし、指令も一本になる

ということになるわけだけど、今のところは組織論の方がなかなか難しいと

いうことで、しかしながら、デジタル化の議論と切り離しができないという、

何かすごく中途半端というか、県としてはどのようにリーダーシップをとっ

ていったらいいかという、非常に悩ましさというのが見えてくるんですけれ

ども、少なくともこのスケジュールの中で、今年度しなければならないこと、

来年の３月までにはここまでしておかなければならないということは何で

すか。 

 

宮原消防防災課長  組織の広域化につきましては、前回、８月の消防広域化協議会で議論とな

っている課題が２つありまして、消防の職員の充足率とか、人件費の問題と

いうことが大きく問題となっておりまして、そこで合意が得られないという

ことで、継続して協議をするということになっております。一方、デジタル
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化につきましては期限が決められていまして、ことし９月に消防の協議会で

デジタル化に向けて電波伝搬調査と基本設計を発注いたしまして、今年度中

にはその結果を出すところでございます。その結果を見まして、これも組織

の広域化と絡んでくるわけですけれども、それと一緒に結果を見ながらデジ

タル化の方向性と、あるいは、組織の方向性というものも検討していくとい

うスケジュール感でやっております。 

   

森屋委員  恐らく来年の３月までのどこかの場面で、既存のやっぱり組織論を語って

きた広域化推進協議会とは分離する形で、一生懸命組織論をやりましょう、

議論しましょうと言っているわけですから、積極的なものはできないのかも

しれないけれども、しかしながら、どこかのところでやっぱり切り離して、

どうしても私はデジタル化を県下一本、広域共同化、それから、それにあわ

せた指令の業務の一元化というものを、何としてもやってもらいたい。これ

は後で言いますけれども、そのことで県民のメリットがそこに生まれてくる

ということを、後ほど話をしたいと思っていますが、もし仮に今の既存の消

防広域化推進協議会の中で切り離すという場面になったときには、デジタル

化ということについての１つの新たな組織というものを、つくっていかなけ

ればならないんですか。そうした場合に、仮にそうであるならば、どういう

ものをつくらなければいけませんか。設置条例みたいなものをつくった正式

な会としなければなりませんか、それとも、既存の事務レベルで事務作業を

進めていくレベルでできるのか、その辺をちょっとお聞かせください。 

 

宮原消防防災課長  現在、当然、組織の広域化につきまして議論を進めているところでござい

まして、万が一、組織の協議が破綻したということになれば、協議会自体の

事務局につきましては、組織の広域化というものを議論する前提でつくって

おりますが、あわせてデジタル化、指令の一元化もそこでやっているという

のが現状でございます。そういうことから考えますと、組織自体の議論が続

く限り今の体制でやっていくということが見込まれます。一方、デジタル化

あるいは指令だけを独自でやっていくということになれば、組織体制の見直

しもせざるを得ないのかなと思っています。 

   

森屋委員  そうではなくて、破綻はしてほしくないんですよ、破綻をしてほしくない。

やっぱりこの推進協議会の中で組織の議論も進めていってもらいたいんで

すよ。しかしながら、一方においてデジタルの議論ももう現実的にしなけれ

ばならないわけでしょう。だから、このスケジュールからすると、リミット

はもうかなりタイトな部分で迫っていますよね。だから、組織の方は片方で

進めていくんだけれども、でも、あるところで分離しないと、そのデジタル

化というのに入っていけないんじゃないかなという気がするんですけれど

も、そうじゃないんですか。 

 

宮原消防防災課長  デジタル化につきましては期限が決まっておりまして、今年度中に、繰り

返しになりますけど、電波伝搬調査及び基本設計の幾つかのパターンを検討

する材料を得るための調査をしております。そして、基本的に幾つかのデジ

タル無線、あるいは、指令センターのあり方を判断するとともに、いずれ組

織の判断もそれに基づいてせざるを得ないのですが、今年度ぐらいが目安に

なるのかなと思っております。 

 

森屋委員  それぞれの協議会を構成をしています２７の市町村長さんたち、それぞれ
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一国一城の主ですけどね、そうした皆さん方を束ねてこの議論を進めていく、

非常に何というか、私も議員をさせてもらって今までこういう場面での、県

が積極的に例えば財源も、補助金みたいな金も出しながらね、そして、何か

をまとめていくというのはあったかもしれないけれども、ちょっと法律的に

も設置の根本的なところは市町村にあって、そして、県がそこにどうやって

かかわっていくのかなというのは、今まであまりなかったのではないかなと

思います。きのうたまたま一般廃棄物の説明がありましたけれども、それに

若干似たようなものだと理解していますが、その難しさは重々わかります。

慎重に進めていただきたいと思いますけれども、ともかく無線のデジタル化、

県下一本でやっていただく、そして、それにあわせて指令の一元化というの

を果たしていただきたいということなんです。 

  実は、私、このことについて平成１５年１２月２日に、メディカルコント

ロールについて、本会議の質問でお聞きしたことがあります。なぜかという

と、メディカルコントロールというのは病院にお医者さんが２４時間待機を

して、それぞれの消防本部においでになる消防士さんから、今は携帯電話だ

と思いますけれども、電話連絡をいただいて、どういった処理をしなさい、

あるいは、どこの病院に運びなさいということをいわゆるコントロールする

のが、メディカルコントロールということでして、実は山梨県はこのメディ

カルコントロールについては、非常に全国でも先駆け的なことをやってきた。

このデジタル化にあわせて消防指令というもの、あるいは、既存のこのメデ

ィカルコントロールというのも、昇華させてもっと発展させていくというこ

とが、実は山梨県民にとっても非常にありがたいこと、既存の医療資源を有

効に使えるすばらしいことだと思っているんですね。 

  実は、私、自分の議事録をホームページからとりましたら、平成１４年に

国の方で、メディカルコントロールを考える傷病者の搬送及び受け入れの実

施に関する基準というのを制度設計したんですよ。そのときに山梨県から総

務部長さん、それから、消防防災課長さんもその協議会に入られて、国の制

度設計にかかわっているんですね。早速、その後に山梨県でそのメディカル

コントロールというのを、全国に先駆け、いち早くつくっていただいたとい

う経過がありますけれども、今、現状このメディカルコントロールの、もっ

と細かく言えば地域のメディカルコントロールという話になるかと思いま

すけれども、この地域メディカルコントロールというのが、今、現状どのよ

うになっているかというのは、課長さん、おわかりになりますか。 

 

宮原消防防災課長  メディカルコントロールにつきましては、委員がおっしゃったころは、地

域で任意のメディカルコントロール協議会の中で議論をしてきた経過がご

ざいます。それで、消防法の改正がありまして、各県で必置規制になりまし

て、２１年５月、メディカルコントロール協議会を置くこととなりました。

そして、県も条例をつくって置いたのが２１年１０月です。それで、問題と

なっていた傷病者のたらい回しとか、搬送時間が長くかかるということで、

消防機関と医療機関が連携してどうしたらいいかというのを議論して、その

実施基準をつくったのがことし３月で、４月から運用になっております。そ

れで、今は搬送時間を短縮する、病状に応じた適切な医療機関のところに搬

送するという実施基準をつくって実施しているところでございますので、そ

れを、今後、検証していくということでございます。 

 

森屋委員  実は、今回、中央病院に１０年ぶりぐらいにこのことがどうなっているか

聞いてみたんですね。そうしましたら、１０年前にお答えをいただいたとお
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りに、県立中央病院救命救急センターには、救命医による２４時間の指示・

指導体制が整備されている。救命医による救急活動の事後検証制度、救急隊

の再教育システムをしっかりやっていますよと。なおかつ、今は中病にそれ

を持ちながら、その検証を山梨大学医学部のほうでやってくれるということ

なんだそうです。そして、救急隊と医師との連絡調整をするメディカルオフ

ィサーというのを、各消防本部持ち回りで、昼間の間だけだそうですけれど

も、中央病院の中にそういう方がおいでになるそうです。 

  どうなんですか。先ほども課長さんがおっしゃったように、法律が改正さ

れて全国的にこれはもうそういうレベルになっているんですかというお話

を聞いたら、そうではありません。このように地域メディカルコントロール

が県下一本でされているのは、山梨県と石川県と九州の長崎県だと、この３

県だけが県下一本のコントロールをやっている。ほかの県はなかなかこの地

域メディカルコントロールを一本化できない。それは地理的条件が、横に離

れていたり縦に離れていたりして、なかなか県下一本でやるところというの

はないんです。今回調べていただいたら、石川県と長崎県も確かに一本でや

っているけれども、特に長崎県の場合、離島なんかがあってなかなか実質は

機能していません。それから、石川県についても形としては報告をされてい

るけど、実際は機能していません。 

  という意味で、実はそう考えると都道府県単位でいって、地域メディカル

コントロールを県下一本でしっかりやっているのは、実は山梨県だけだとい

うことがわかりました。ですから、ぜひ今回のデジタル化にあわせて指令セ

ンターを一本にしていって、そして、この既存の全国に誇れるような、１０

年以上積み重ねてきたこういう体制をクローズアップしていけば、山梨県の

中において非常にこれはそれぞれの消防本部の利害関係は抜きにして、県民

サービス、横内知事が提唱している「暮らしやすさ日本一」を実現させるた

めには、私はこのことは成し遂げなければならない大きなテーマだと認識を

して、お話をさせてもらっているんですけれども、いかがでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  確かにメディカルコントロールを全県に１つ、そして、消防の組織は１つ

が望ましいと考えております。指令センターが一本化になれば、必ずやらな

ければならないデジタル化の整備費用も削減できますし、指令センターが１

つになれば全県下の救急状況とか、災害状況も一目でわかるというようなメ

リットもありまして、あわせて、大阪とか愛知でやっております消防指令セ

ンターに医師や看護師、あるいは、相談員などが在駐して、救急相談とか、

医療機関の案内を行っている救急安心センターというものもございます。指

令センターの一本化になればそういったものの受け皿ともなるということ

が考えられます。 

   

森屋委員  今おっしゃっていただいたような非常に県民にとっては、特にこうした山

梨県のように地理的にもそんなに広くなくて、そして、限られた医療資源と

いうものを活用していかなければならない県にとっては、このデジタル化の

共同化・広域化、そして、あわせてこの指令の一本化というのは、何として

もやっていかなければいけないことであると思います。しかしながら、残念

なことに、この議論は市町村の皆さん方の、先ほどからお話ししましたよう

に、協議会の中におきますとね、地域の市民、あるいは、そこの地域事情と

いうのをまず第１に考えて、それぞれの首長さんたちはお話をされますから、

全県を網羅したそうした次元でのそこのレベルでの議論まで、なかなか行け

ないということは容易に想像ができるわけであります。 
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  ぜひですね、最後に部長に、やっぱりメリットの部分が出てくるわけです

けれども、こうしたメリットというものを正面に出して、市町村長さんの皆

さん方の御理解をいただくためにも、私はどの程度という話は今の時点では

しませんけれども、将来的にこれからデジタル化の一本化、広域化・共同化

をしていく中において、やっぱり県のリーダーシップをしっかりと発揮する

ためにも、私は財政出動もやむを得ないという、用意があるという言い方は

微妙なのかもしれませんけれども、やむを得ないというくらいの意気込みで、

ぜひこのことに対してリーダーシップをとっていただきたいと思うわけで

すけれども、いかがでしょうか。 

 

田中総務部長  県といたしましては現在の段階では、消防全体の広域化ということを一生

懸命進めている状況でございます。本会議でも申し上げましたけれども、こ

の消防の広域化というのはもちろん財政支援をした方がいいという御指摘

があるのは承知をしておりますが、この消防の広域化というのは管理部門か

ら現場の要員をふやすことができるとか、それから、現場への到着時間を短

縮できるんじゃないかとか、そういう財政出動を待つまでもなく、消防本部

そのものに対して非常にメリットがあるということで、私どもは広域化を今

一生懸命進めている状況でございますので、まずは現在のところはこれを一

生懸命進めていくという姿勢でやっているところであります。 

  他方で、委員から御指摘がありましたように、消防指令の一元化というの

は期限がある話でございます。平成２８年５月までに消防救急デジタル無線

化を進めていく必要があるわけでございますが、これをやる場合には一元化

をした場合のメリットが大きいということにつきましては私ども認識して

おりますし、そのためには指令センターについても一元化をしたほうがいい

わけでございますし、指令センターを一元化することによるメリットという

のも、これも多々あるということも承知をしております。したがいまして、

現在のところは消防の広域化をまずは進めていく、消防全体の広域化を進め

ていくということでやっていきたいと思いますが、他方で消防救急デジタル

無線、あるいは、消防指令センターの一元化というのは、締め切りが決まっ

ている話でございますので、こういう締め切りにも留意しながら進めていき

たいと考えております。 

   

        （防災対策について） 

渡辺委員  つながるところがあるわけですけれども、防災について質問をします。チ

ャレンジ行動計画にもありますけれども、大規模地震、富士山火災、火山防

災、こうしたことについて東日本大震災の教訓として、あるいは、東海地震、

富士山火山等による大規模災害発生時、こうしたときに一層の強化を図って

いくというチャレンジ行動計画が出ておりますけれども、３.１１の震災の

ときに本当にライフラインである電気がとまって、もう寒冷地ですから、ボ

イラーを持っている家庭はほとんど１００％それが使えなくなってしまっ

た。それから、電気だけで生活している家庭は大変な一夜を明かしてしまっ

たし、あるいは、液状化、こうしたことも心配されたりとか、想定以上の被

害が発生したわけですけれども、今回のこうしたことも教訓にして、山梨県

としてはどうしたところを主に重点的に強化して県民を守っていくのか、そ

れの具体的な考え方をまず聞きたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

宮原消防防災課長  御承知のように東日本大震災を受けまして、本年度の消防体制の全面的な

見直しに着手しておりまして、１つは地域防災計画の見直しを今やっている
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ところでございます。これは年内をかけまして本県の案を取りまとめていき

たい、そういうスケジュール感でやっております。一方、先般９月１４日、

やまなし防災アクションプランの案ということで発表させていただきまし

た。これにつきましては、今後、関係機関、県民の皆様、議員の皆様方に幅

広く御意見をいただきながら、年度末に成案を取りまとめていきたいと思っ

ております。そして、その中の防災アクションプランでございますけれども、

これにつきましては、東日本大震災、あるいは、大規模災害等から４０の主

な教訓を選び、それをもとに個々の具体的な約２４０のアクションの案を出

しておりますけれども、これを実施に移していきたいということでございま

す。 

  このアクションプランは、「命を守る」、「暮らしを守る」、あるいは、「復

旧・復興をやっていく」という、３つの分野に分かれております。その中で

命を守るという予防対策、これにつきまして項目数が全体で１６９、予防を

重点的にアクションの中へ設けております。その中でも、今回、東日本大震

災でライフラインの分断とか、自治体そのものも被災したというような個々

の４０の教訓をもとに、重点的に施策を進めていきたいと思っております。 

   

渡辺委員  今さまざまな観点から取り組んでいただいていることはわかるわけです

けれども、県民への周知徹底についてはいろんな機会をとらえてやっていく

んでしょうけれども、それについて県民に対しどういうことをしていくのか、

安心・安全を与えるためにいろいろな取り組みをしているよということを知

らせていくことは大事なんですけど、その辺はどうなんでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  具体的には、今後、県民の団体、福祉の関係の団体、特に障害者、児童、

あるいは、長寿の関係の団体、また女性団体を中心に実際に意見聴取をやっ

ていきたいと思っていますし、この前、知事のひざづめ談議でもこのアクシ

ョンプランを提示して、意見を聞いていただいたところでございます。また、

県政出張トーク等もございますので、あらゆる機会をとらえて県民の意見を

いただきながら、年度末に成案にしていきたいと思っております。 

   

渡辺委員  今、課長の方から図らずも障害者という話が出てきましたけれども、実は

この障害者の避難ということは非常に問題になっておりまして、特にふじざ

くら支援学校等が富士北麓地域にあるわけですけれども、そうしたところを

災害が発生したときの避難所にしていただければ、そこにはいろんな施設が

あったりとか、非常に助かるなという声が多いわけですが、現在、ふじざく

ら支援学校は避難所の指定にはなっているわけですか。 

 

宮原消防防災課長  ふじざくら支援学校は県立の施設でございます。そして、避難所を指定す

るのは市町村でございますが、市町村におきましてはまずは第１に自分の市

町村の施設を避難所として指定いたします。しかし、近くに市町村で指定す

る適切な避難所等がない場合は、県立学校、例えば、今、委員がおっしゃっ

たふじざくら支援学校について、市町村との話し合いの中で避難所として指

定することは可能でございます。 

   

渡辺委員  非常にうれしい答えですけど、ぜひそれは検討していただきたいなと思い

ます。 

  それと、また角度を変えて伺いますけれども、私の地域には自衛隊の駐屯

地がありますが、災害発生後、毎日５０人規模で現地に行って災害救助活動
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をしています。行動計画の中にもそうした自衛隊の経験者等と連携をとりな

がらということが出ているわけですけれども、災害が発生したときに自衛隊

の出動というのは、単に知事の要請とかで動いてくるわけでしょうが、時間

がかかるということで、自衛隊との連携で速やかに出動できる体制だとか、

そうしたことをぜひしてもらえればなと思うんですが、それについてはどん

な状況になっていますか。 

 

宮原消防防災課長  これは地域防災計画の中で、関係機関との連携でさまざまな規定がありま

して、それに基づいて自衛隊との連携もやっていくことになっております。

そんな中で、今年度はまた本課に自衛隊のＯＢ、防災専門監等も配置されま

したので、また専門監とも連携しながら自衛隊の速やかな応援等を、要請で

きるようにしていきたいと思っております。 

 

渡辺委員  ぜひそれはお願いしたいと思います。それから、これはここで聞いていい

問題なのかちょっと迷うわけですけれども、自衛隊には野外訓練するための

炊き出しの部隊、システムがあるんです。私が一番心配するのが富士五湖の

地域の中で、ファナックさんだけは多くの社員住宅があって都会型の生活を

している。災害が発生したときに村の人たちは食べ物とかが確保でき生き残

れるわけですけれども、社員住宅のすぐそばに駐屯地、そうした体制が整っ

ているわけで、ぜひともこれは県のサイドからお願いしてでも、緊急的には

何とか出動してもらえないか。あるいは、隊員のためのと申しますか、多く

の飲料水の備蓄もあるわけでございますけれども、本当に特殊な事情の社員

住宅ということを考えていけば、すぐ隣ですから何とかお願いできればなと

思っているんですけれども、これについてはどうでしょう、そんなお願いが

できますかね。その辺をちょっと伺いたいと思うんですが。 

 

宮原消防防災課長  自衛隊につきましては確かにかなりの備蓄量あると思いますが、いずれに

いたしましても、県といたしましては自助・共助というものを皆さんに啓発

しながら、まずは自分で備えてというようなこと、そして、また市町村にも

備蓄もありますし、県にもあります。そして、また流通備蓄等の物資等も確

保できると思っておりますが、自衛隊個々に関しましてはちょっと状況を調

査しながら、また研究させていただきたいと思います。 

 

田中総務部長  災害あったときの備えというのは、基本的にはまず自分でやっていただけ

るような、備蓄を確保していくというのがまず基本であろうと思いますが、

そこで、ただ、足りない部分につきましては例えば非常食とか、そういう保

存食につきましては公的備蓄を避難所にしたり、あるいは、コンビニとかス

ーパーみたいなところと協定を結ぶことによって流通備蓄を用意する、こう

いうことを補完することによって、発災後３日間程度は食糧を確保できるよ

うな体制をつくっていくというのが基本でございまして、これに沿って地域

防災計画というのは見直しをしていくわけでございます。自衛隊と具体的に

どういう連携ができるかということにつきましては、今後の自衛隊さんの意

見も聞きながら、また検討させていただくテーマではないかと思っておりま

す。 

 

渡辺委員  それで、体制が違いますからね、難しい部分があろうかと思います。実は

私も自衛隊の近くに住んでいますのでいろいろ関係もしていますけれども、

最初行ったときと大分体質が変わってきまして、そして、特に駐屯地の場合
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は地域に開かれた自衛隊、そして、地域と交わりを深くしていこうというこ

とで、非常にそういう意味では門戸を広げて、いろんな意味で協力もしてく

れているということで、そうしたところからそういう話も実は出ているわけ

でございまして、これやっぱり地元の自衛隊さんのところへ親しく通うこと

によって、ある程度の道が広がってくるのかなという思いもありますので、

ぜひともまた、お答えは要りませんけれども、県民を守るという立場から話

を進めてもらえればなと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それと、あと、ここで聞いていいですかね、台風１２号、１５号が襲って

きました。それで、１５号のときには国道５２号線も閉鎖されたり、中央道

も閉鎖されたり、ある議員はうちへ帰れないから甲府へお泊りになりました。

私も帰り道が御坂しかなかったんですけれども、その前の１４号のときは１

本木が倒れて御坂の途中交通が途切れましたが、１５号のときは幸い通行で

きました。しかしあちらこちらで寸断しているという状況ですので、防災危

機管理監もいらっしゃいますけれども、現地調査というものをもう少し頑張

っていただいて、今回は大変な被害が発生していますので、ぜひとも県の方

から、きょう電話してきましたけれども、県の対応がもう少し欲しい、応援

欲しいよという電話をしておりますんで、現地ですね、皆さんと一緒にどの

ようにして解決したらいいのか、その辺もお願いしたいと思います。 

  そして、災害現場に行ったときに、これは河川の仕事、ここは県土整備部

で、ここから向うは林務だとか、非常に縦割りでまだまだ対応しているわけ

ですけれども、やっぱり災害のときは横一線でそうした現場の声に対応して

いただくというのが一番ベターだと思いますんで、その辺の取り組み方を総

務部長に伺いたいと思いますけれども、いかがですか。 

 

田中総務部長  台風や集中豪雨などによるとか、あるいは、地震などによる山地崩落、山

地崩壊や土石流とか地滑りとか、こういったさまざまな土砂災害が本県にお

いては発生する可能性ありまして、そういうときには中山間地域などへの道

路が寸断されることになるわけでありまして、これが今回の台風１２号であ

りますとか、１５号においてもまさに起こっているところでございます。そ

ういう特定の地域の孤立ということを防いでいくということは非常に大事

だと思っておりまして、ここはもう部局縦割りではなくて、関連部局と風通

しをよくした上で、道路網の整備・確保でございますとか、あるいは、残念

ながら発生してしまったときの対処のために情報連絡手段を確保しておく

とか、あるいは、ヘリポートの整備を進めていくとか、こういったことを総

合的にやっていきたいと思います。それから、孤立の恐れがある集落につい

ては、現地調査をしているところでございますので、またこれも施策に反映

していきたいと思っております。 

   

        （消防団員の確保について） 

齋藤副委員長  ちょっと消防のことが出ましたのでお聞きしたいんですが、私は消防団の

ことでちょっとお伺いしたいと思っております。現在、消防団が団員を確保

するために大変苦慮しておるということを聞いておりますが、その辺の実態

をどこまで承知しているか伺います。 

 

宮原消防防災課長  消防団員の確保につきましては、大変苦労しているところでございます。

全国的にも最近消防団員が減少しており、山梨県でも全国と同じように減少

しているという状況でございます。１０年前に比べまして全国では約９４万

人がいた消防団員が８８万人となり、約６万人、マイナス６.４％という減
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で、本県におきましては１０年前に１万７,０００人いた消防団員が約１万

５,０００人に減少いたしまして、マイナス１１.１％という減少になってお

ります。 

   

齋藤副委員長  全国的な傾向ですが、しかし消防団は例えば阪神淡路の大震災のときにも、

淡路島で広域消防とか、そういうものが出動する前に消防団が非常に活躍し

たと。なぜかというと、消防団はどこのうちにお年寄りがいて、どこのうち

に小さい子どもがいて、障害者はどこにいるんだということを、大体、地元

の消防団員ですから把握しているということになりますね。ですから、その

ときに一番初動対策で動いたのは消防団だと、住民を救ったという記事が当

時も新聞に掲載されていました。ですから、消防団というものは災害時には

非常に大きな役割を果たすということがございます。消防本部はたしかに、

機器も十分整備もされているし、救急道具も非常に充実されておるので、火

災などとかいう面では非常に役立つわけですが、災害時ということになると、

やっぱり消防団の数にはかなわないと、数でやっぱりやらなければならない

災害の復旧等々がございます。 

  なぜ消防団員が確保されないかということの１つに、勤めている企業が協

力してくれないということがあります。企業に働いている人たちが途中で消

防だからといって休んだりとか、飛び出すことができないと。飛び出せば「も

うあなたはあしたから来てくれなくてもいいですよ」という企業もあるそう

なんです。ですから、私はやっぱり山梨県の消防団員を確保するためにも、

若者が勤めている企業の協力というものがいかに大事かということも実は

わかるわけなんですが、そこで例えばお隣の長野県などでは消防団員を抱え

ている企業に対して、１人につき県が企業に協力金というか、補助金という

か、何かそういうものを出して企業に協力してくれるような体制をつくって

おる県があるということを聞きますが、山梨県としてはやっぱりそういうこ

との考え方があるかどうかちょっとお聞きします。 

 

宮原消防防災課長  確かに委員御指摘のとおり、少子化とか、サラリーマンが多くなってきた

ということで、団員の減少が進んでいるという実情がございます。そういう

ことで、国でも平成１８年、消防団協力事業所表示制度というものを創設い

たしまして、従業員が消防活動をやりやすい環境をつくると同時に、企業の

社会貢献をあらわすということで表示制度を始めていまして、本県におきま

しては９市村で今４９事業所、これが認定事業所として今登録されていると

ころでございます。 

  いずれにいたしましても、県でも消防団員の確保ということに力を入れて

おりまして、あと国の制度で機能別団員ということで、常時消防団として常

に活動するのではなくて、例えば女性が消防の魅力などを発信したり、普及

啓発をするというものもございます。こんなことをあわせまして、県の広報

手段を使って確保に努めるとともに、消防団員で組織しております消防協会

がございますが、ここでも確保対策をやっているところでございまして、助

成制度も設けました。県としても力を入れていきたいと思っております。 

  それで、委員がおっしゃっておられます長野県につきましては、これは平

成１９年で消防団活動協力事業所応援減税ということで、個人事業あるいは

法人事業で、税額の２分の１を控除する制度を定めまして、また、２１年に

は要件を緩和しているということもございます。また、静岡県につきまして

は来年度から同様な制度を設けるということも聞いておりますので、それら

の検証をして研究していきたいと思っています。 
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齋藤副委員長  市町村では商店街において、消防団員の証明書を出すと割引きをしてくれ

るというようなこともやっているところもあります。そのくらいやっぱり消

防団の必要性というものは地域の住民がやっぱり求めておるものでありま

す。ですから、長野県とか静岡県のそういう例がございますので、ぜひ山梨

県でも積極的に取り入れてもらいたいということを思うんですが、その決意

のほどはいかがですか。 

 

宮原消防防災課長  確かに委員の地元、南アルプス市では商工会と連携しまして、消防団員に

限って割引制度とか、サービスを受けられる制度をやっている状況でありま

す。あと、先ほど申しました機能別消防団ということで、市川三郷町の取り

組みにより消防団員が増えているという事例もあります。そういった事例も

市町村に紹介する中で、他県の長野県・静岡県というものもまだ制度が始ま

ったばっかり、これからということでございますので、その効果等の検証を

していきたいと思っています。 

 

齋藤副委員長  その制度を取り入れる前に、まず文書でそれぞれ事業所に消防団の必要性

というものを、県が趣意書か何かにしっかり書いて、企業に送って、事前に

協力してもらえるような、まずそういう動きからスタートしてもらいたいと

思うし、長野県と静岡県がやっているんですから、真ん中の山梨県がやらな

いということも逆に不自然な気がしますので、連携しながら同じ体制でぜひ

取り組んでいただきたいと思います。 

   

        （未利用の県有地について） 

久保田委員  私は第２期チャレンジ山梨行動計画の総務所管の中の基本目標７ですか、

政策１の持続可能な財政の運営につきまして、今、山梨県でも未利用の県有

地があちらこちらに見えますけど、現在何カ所ぐらいあるんでしょうか。ま

た、その売却処分等の取り組みがあるとお聞きしますが、今後、幾らで売却

する予定があるのか具体的にお知らせ願いたいと思います。 

 

佐藤管財課長  委員お尋ねの県有地の利用の状況についてであります。県はこれまで未利

用県有地の利活用方針、あるいは、行政改革大綱などに基づきまして、県あ

るいは地元の市町村などによる公共的な利用を推進するほか、公共的利用が

困難な場合につきまして、民間への売却あるいは貸し付けなどを進めてきた

ところであります。行革大綱の記載におきましては４年間で１３件、それか

ら、金額にしますと５億円弱の売却ということがございましたが、現在、平

成２２年度末におきまして組織の再編、あるいは、施設の移転等、行政目的

を終えて用途廃止をされ、現在も利活用方針等が定まっていないいわゆる未

利用地につきましては１７件、その面積は約３３万１ ,０００平米でありま

す。 

  このうち旧養蚕試験場、それから、あけぼの医療福祉センターの隣接地に

つきましては、今般、太陽光発電施設の活用ということを計画しているとこ

ろでありまして、今後はそれ以外の未利用県有地につきまして、公共的な利

用ということをさらなる検討をした上で、その後の民間への売却あるいは貸

し付けということを、検討してまいりたいと考えております。なお、売却に

当たりましては、県による不動産鑑定を実施するなど、適正な価格での売却

ということを進めてまいる予定であります。 
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久保田委員  努力していることはわかるんですけど、私の地元南アルプスでももう２０

年以上も有刺鉄線が張られて、今、現在そのままだという警察の跡地、ある

いは、旧八田村の免許センターですか、それも、ここは一等地じゃないかな

と思っているんですけど、利用価値もあるんじゃないかなと思います。市で

も観光拠点とかいろいろ話が出ましたけど、現在に至ってまだ放置されてい

るような状態で、やはり山間部の未利用の県有地はなかなか売れないんです

けど、こういった一等地は早急に売れるんじゃないかなと思っています。ま

た、こういう財政が厳しい折、財政確保のためにも早急に売却されたらどう

かなと思いますが、どうですか。 

 

佐藤管財課長  委員から御指摘のありました例えば旧八田村の免許センター、あるいは、

甲府の市内でいきますと旧甲府林務事務所の跡地等々、それぞれの立地条件

の中でまだ未利用の状態の県有地というのがございます。一方で免許センタ

ーの場合につきましては、芦安に向う県道の整備ということで、拡幅工事が

昨年終了いたしました。あわせて、地元の南アルプス市の方でその当該地を

囲む形で、今、市道の計画というのを進めているところであります。ですか

ら、そういった周辺の環境等々が整備され、また現状よりは土地利用が増す

という状況も踏まえながら、県では公的な利用、あるいは、それでも難しい

場合には先ほど来から御説明しておりますように、民間の力をかりるという

意味での貸し付け・売却という、この基本線をもって進めていきたいと思っ

ております。いずれにしましても、委員御指摘のように県有地の有効活用、

あるいは、それを管理する上での経費の削減ということも考えながら、有効

活用につきましてはさらなる検討をしてまいりたいと思っております。 

   

        （職員の自発的な能力開発への取り組み等について） 

久保田委員  努力してそれなりに売却できるものは売却して、財政に反映させていただ

きたいと思います。 

  次に、このチャレンジ山梨行動計画に基づいて二、三やらせていただきま

すけど、チャレンジ２の、今、同じ目的の効果的、効率的な行政運営の中で、

職員の自発的な能力開発への取り組みとあるが、どのようにして自発的な能

力開発を図るのか。また、的確な把握による適正な人事評価とあるが、的確

な把握、適正人事評価とはどのようなことか教えていただければと思います。 

 

原間総務部次長  まず職員の自発的な能力開発についてでございますけれども、行政ニーズ

が多様化・高度化する中で、さまざまな課題に適切に対応してまいりますた

めには、実践的で高度な政策形成能力を有しますとともに、県民の皆様のニ

ーズに的確にこたえられる、そういった人材を育成することが必要でござい

ます。こうした視点に立ちまして、これまでも職員研修所におきまして能力

開発研修でございますとか、キャリアデザイン研修、さらに異業種交流研修

など、みずからの意欲により自発的な能力開発を図ることができるさまざま

な機会を、提供してまいってきておるところでございます。また、職員が個

人の自覚と意欲に基づいて行う自己啓発、これをすべての能力開発の基本と

位置づけまして、通信教育講座の充実でございますとか、自主研究等に対す

る支援なども実施をしてきているところでございます。今後もこうした研修

でございますとか、自己啓発活動への支援の充実に努めますとともに、新た

な研修メニューの創設や、若手職員を中心とした施策立案の場の設立といっ

たことなども検討させていただきまして、能力開発に自発的に挑戦できる環

境といったものを整えてまいりたいと考えております。 
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  あわせまして、的確な把握、適正な人事評価とは何かという点でございま

すけれども、本県では平成１８年度から管理職を対象にした人事評価制度を

導入してきております。また１９年度からはその評価結果を人事管理に役立

ててきておるところでございます。委員の御質問にございました的確な把握、

適正な人事評価と申しますのは、この人事評価制度の活用について触れたも

のでございまして、組織が組織としての力を高めていくために、職員の能力

や実績、努力等を的確に把握して、それらを客観的にきちんと評価した上で、

人事管理に反映させていくという趣旨を表現したものでございます。行動計

画では管理職人事評価制度の充実や制度の改善といった項目にあわせまし

て、現在、試行の段階でございます一般職の人事評価制度の導入検討を進め

るといったことを、記載をさせていただく予定でございますので、今後とも

計画に沿いまして組織力を高める人事管理の推進に努めてまいりたいと考

えております。 

 

        （職員の養護措置について） 

久保田委員  よくわかりました。適材適所のところについていただいて、県民サービス

向上のために働いていただきたいなと思っております。ただ、ちょっとこれ

について聞いていいのかどうかと思いますが、メンタルの病を抱えた職員が

大体どのぐらいおられますか。 

 

田中職員厚生課長  病気のために職員を休ませて治療に当たらせるという養護措置というの

がございますが、平成２２年度は７０人おり、そのうちメンタルで休んだ者

が３７名、割合にして５２.９％になっております。 

 

久保田委員  悪化させると最悪の事態になりますので、そういうこともよく注意喚起し

ていただきたいなと思います。 

 

        （情報公開について） 

久保田委員  次に、チャレンジの政策３の情報公開率、平成２２年においては全国で上

位とありますが、情報公開を進めていくには具体的な数値で示す必要があり

ますけど、そこで目標設定をするべきであると思いますがどうでしょうか、

お聞きします。 

 

大堀私学文書課長  今、委員から御指摘のあった点でございますけれども、平成２２年度の指

標を説明しておりますが、御案内のとおり第１期の行動計画の報告をさせて

いただいているというところでございます。情報公開につきましては、御案

内のとおり、横内県政がスタートしてオープン県庁・県政ということを掲げ

まして、透明度を高めるというさまざまな政策を進めてきたところでござい

ます。その際、平成１９年度におきましては、知事みずから交際費の公開に

踏み切ったということもございましたが、庁内的にはまだまだ県政の透明度

が低いという認識のもとに、全般的な底上げを図るという意味合いから全国

トップクラスという目標を掲げまして、その数値目標としましては全国上位

というものを掲げたということでございます。数値目標というのはランキン

グとか、いろいろな形があろうかと思うんでございますけれども、その当時

いろいろ検討した中で、こういったざっくりした形で進捗状況をはかってい

くということでやらせていただいたところでございます。 

  なお、私どもの方でも個々に、１９年当時いろいろな報道等、あるいは、

民間団体等で行っておりました調査項目を参考にいたしまして、大体１６項
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目設定をいたしまして、それに基づいて取り組みをしていったということで

ございます。そして他県の状況を見ながら自分たちの立ち位置といいますか、

ポジションといいますか、どの程度にいるかということをはかりながら進め

たということで、平成２２年度は全国の状況に位置づけると、具体的な数字

はでておりませんが、大体４７都道府県中で１けた台の位置にいるというこ

とで、全国上位という位置づけをさせていただいたということでございます。 

  第２期の行動計画に関しましては、もうそういった底上げから離れまして、

個別の項目についても情報公開を図るというふうに変えさせていただいて

おります。例えば地方３公社への情報公開条例の対象とか、あるいは、即日

文書提供制度といったものの検討、あるいは、入札契約情報の提供の充実と

いったものを考えておりまして、今回の数値目標では入札契約情報、これが

現在１０％でございますので、これを１００％に引き上げるというような数

字目標を掲げて、個別分野で個々に実践的に数値目標を掲げて、効果的にオ

ープン県政の実現を図るという考え方で、現在取り組んでいるというところ

でございます。 

   

久保田委員  どうもありがとうございました。上位ということですばらしい成果を残し

ていますが、議員としてもうれしく思っております。ただ、各市町村の状況

を見ると相当悪い。南アルプス市は特に悪くて２５％くらいかなと思うんで

すけど、御指導していっていただきたいなと思います。 

   

        （市町村への権限委譲について） 

久保田委員  次に、政策第４、地域の自主性・自立性を高める改革の推進についてであ

ります。市町村への権限移譲、平成２２年は１９事務団体でありますが、今

後、何事務何団体にしていくのか、また、それによる効果はどうかというこ

とについてお聞きします。 

 

伊藤市町村課長  市町村への権限移譲の今後の見込みでございますが、権限移譲につきまし

ては３つの手段によって進めることとしております。市町村が中心となって

自立性の高い特色のある地域社会を形成していくということを目的に、１つ

目は法律に基づきます市町村への移譲、それから、２つ目は県の条例に基づ

きます市町村への権限移譲、３つ目は新たなそれ以外の権限移譲の検討・推

進ということを考えております。一番先の法律に基づく権限移譲につきまし

ては、ことしの８月２６日にいわゆる第２次分権一括法が国会で成立いたし

ました。この法律の中で本県に関係するのが４４項目ございます。中には特

例市であります甲府市のみ委譲されるのもの、それから、市にのみ委譲され

るもの等ございますので、これを例えば２７市町村にすべて移譲された場合

には、例えば甲府市から移譲が１という格好で計算しました場合、それを１

０団体という単位で計算しました場合、合わせて４９７事務団体が移譲され

ることとなってございます。 

  また、従来から本県独自で条例に基づく権限移譲を行ってまいりましたが、

これにつきましては、現在、市町村に調査をしている最中でございますが、

またさらに先程の件数にプラスをしたいと考えてございます。あとほかのそ

れぞれの移譲については、今後、検討していきたいと、さらに推進を図って

いきたいと考えてございます。 

  それから、その効果でございますが、例えば私どもの課で所管しておりま

す地方自治法の新たな区域の確定、市町村の新たな区域の確定とその名称の

変更の届出受理でございますが、これは市町村が従来議会で議決しました後、
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県に届け出をしまして、県が受理し、県が告示するという手順を踏んでござ

いましたが、一括法で権限を移譲された後には、市町村の中で告示をするの

みで区域の変更ができるということになってございまして、それによりまし

て、より市町村の自立性の高い特色のある地域社会の建設に役立つと考えて

おります。 

   

久保田委員  ありがとうございました。 

 

        （第２次防災アクションプランについて） 

樋口委員  ２つお聞きします。１つはやはり防災のことでちょっと関連をさせていた

だきます。ちょっと確認だけさせてください。第２次防災アクションプラン

を平成２３年度中、来年３月までに策定をするということでありますが、先

ほどもお話がありましたけれども、９月１４日には素案のお示しをいただき

ました。ちょっと今回の本会議に間に合わなくて、深く読み込めなかったも

のですから、また１２月にそんなことを、大事なことですからしたいなと思

っているんですが、山梨県地域防災計画の見直しを年内にするという計画だ

というスケジュールだと思いますが、それについては、見直しの留意点とか、

特徴的なこととか、そういったものについても今回の第２次防災アクション

プランのように、消防防災課の方から議会にあらかじめというか、整った時

点でお示しをいただけるんでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  委員御案内のとおり、地域防災計画を１２月にはまとめたいと思っており

ます。今、作業をしておりまして、新しく今度専門部会で富士山火山部会を

立ち上げました。あと、今回の東日本大震災で明らかになったというか、影

響が大きかったのは放射能対策というか、それが本県の防災計画には記述等

ないということで、その辺の記述とか、対策とかを書き込んで計画にすると

いうことで検討を進めておりますが、国の防災基本計画について、スケジュ

ールでは年内に示されると言われておりますが、今のところ具体的なスケジ

ュールが示されておりません。当然、地域防災計画については、国の基本計

画をもとにつくるものでありまして、中央防災会議でつくる基本計画と関連

性が当然出てきますので、一応、今、年内ということを目標にやっておりま

すけれども、そこに国の基本計画の出方で、ちょっとこのスケジュールを検

討しなければならないかなと思っております。 

 

樋口委員  私もそこのところを心配していまして、国が小出しに出したり、あるいは、

間に合わなくても県の方でつくるということであれば、非常に中途半端なも

のになってしまうということと、アクションプランは県行政の計画ですけれ

ども、地域防災計画はまさに県民の、あるいは、市町村の全体の計画になる

ものですから、もしそういう知事が所信でおっしゃったスケジュールが間に

合わなければ、それにこだわらずに、やはり年内を年度内にしてもいいので

はないかなと個人的に思っております。そして、そういった中で国と連動し

たしっかりしたものをつくって、それがまたアクションプランにも連動する

ようなものを、ぜひつくってもらいたいなと思っておりますけれども、いか

がでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  委員の御指摘のように、当然、国の基本計画とそごがあってはならないと

いうことです。そして、アクションプランにつきましても、この地域防災計

画と連携する部分もございますので、地域防災計画に基づいてまたアクショ
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ンプランを年度内に策定していくこととしておりますが、計画の方はやはり

国の動向によって、国の変更点を十分反映したものとせざるを得ませんので、

このスケジュールについては、国の出方を見まして検討していきたいと思っ

ています。 

 

樋口委員  その進捗状況によってアクションプランの素案のように、地域防災計画の

見直しの論点、あるいは、見直し点について骨子が出ましたら、また議会の

方にぜひお示しをしていただきたいなということを望みます。 

   

        （県立大学の業務実績評価について） 

樋口委員  それは終わります。あと１点だけ質問します。県立大学の業務実績評価が

今回の報告案件に示されました。本会議の方では中央病院の方をたださせて

いただきましたけれども、県立大学も非常に高い評価がされていまして驚き

まして、非常にうれしく思ったところですけれども、去年の４月１日から法

人化をして１年がたって、その１年間の業務実績についての評価報告書とい

うことで知事に提出がされたという、知事が議会にも出してくれたというこ

とでありますが、法的に毎年このような評価を評価委員会から受けるという

ことが決められているようでありますけれども、まず評価とその評価委員会

の内容について具体的に教えてください。 

 

 

 

大堀私学文書課長  委員からお話がございましたとおり、県立大学は昨年４月から法人化をし

たところでございまして、法人につきましては設置から６年ごとを中期目標

期間といたしまして、目標管理をしているということになってございます。

さらに事業年度ごとに６年間の中の進捗もはかれるよう、年度計画が定めら

れるということになってございまして、その実績について第三者による評価

が行われるということでございます。この評価作業につきましては知事の附

属機関である山梨県公立大学法人評価委員会、５人の委員の皆さんでござい

ますけれども、こちらで執行していただいているということで、今回、法第

７５条でこの結果を報告させていただいたということでございます。 

 

樋口委員  中期目標・中期計画に基づいて自主的な運営をすると、それの評価を毎年

するということで、伊藤学長以下職員の皆さん、事務局の皆さんの取り組み

を評価したいと思うんですけれども、評価委員会ではどのような評価方法を

とったのかお示しください。 

 

大堀私学文書課長  評価の方法でございますが、地方独立行政法人法の規定によりまして、ま

ずは法人自身が自己評価をいたします。年度終了後、翌年度の６月末までに

この評価結果を委員会の方に報告するということになってございまして、評

価委員会ではこの報告を受けまして、今回の場合ですと２回でございますけ

れども、会議を開催しまして評価作業を行ったというところでございます。

評価項目でございますけれども、年度計画は１２の大項目で構成されており

まして、それらがさらに１２３の小項目で細分化されているということで、

委員会のほうでは法人から報告された自己評価と、それから、評価の候補と

なるデータを吟味した上で、それぞれ小項目では４段階評価、それから、大

項目では６段階評価とございまして評価点をつけていただくという格好で、

これらを集約したものを実際の会議の際に委員さんに御報告していただき
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まして、最終的な評価結果を打ち出したということで、大変、委員さんの皆

さんには御苦労をおかけしたというところのものでございます。 

   

樋口委員  この評価結果を見ますと、「おおむね計画どおり進んでいる」というのは

Ｂであるんですけれども、１２項目のうちＢが１つだけあって、それ以上「計

画どおり進んでいる」Ａが９、「特筆すべき状況」だというのが２つもあっ

て、非常に高い評価なんですけれども、その内容の特徴的な事項についてど

う評価するか、率直なところの分析をお答えください。 

 

大堀私学文書課長  中身の方をちょっと御説明させていただきますが、おっしゃるとおり１２

項目ございまして、「特筆すべき進行状況にある」というＳ評価でございま

すが、２項目、１つはイギリスの２つの大学、それから、タイの１つの大学、

これらと大学間の交流協定を締結させていただくということで、今後の留学

生交換等々につながるということであります。もう１点は財務面でございま

すけれども、一般管理費、これは当初差額で１８％、約３ ,０００万円近く

大幅に削減できるというところで高い評価を得ているということでござい

ます。そのほかＡ評価でございますけれども、専門職に係る資格取得、人間

福祉学と看護学があるわけでございますが、社会福祉であれば７割、それか

ら、精神保健福祉では８割といった高い合格率を全国的にも評価されるよう

な傾向です。それから、学生全体の就職率でも９８％という高い就職率を上

げるといったようなところが、評価されているということでございます。 

 

樋口委員  私がここまでちょっと承知をしていなかったんですけど、甲府に所在する

大学ですから認識不足だったんですが、甲府市との連携によって市民講座を

つくって、そして、それを実施して非常に喜ばれている、あるいは、精力的

に講座をつくって地域貢献をしているということは承知していました。それ

に加えてですね、今ちょっとお話がありました就職率、つまり就活でも非常

に高い評価を得ていて、『サンデー毎日』の８月７日の号では、看護保健医

療系でも４５大学のうちの１３位とか、福祉系でも２０大学中の９位とか、

国際系でも２５大学中２位とか、非常に高い評価をこの週刊誌ではしている

んですけれども、これはやはり県民・市民にもっと大学も含めて、設置者の

県も含めてですね、何というか、アピールしてもいいんじゃないかなと思う

んですけれども、その辺についてはどのようにお考えですか。 

 

大堀私学文書課長  ＰＲということでございますけれども、評価点につきましてはどなたでも

閲覧できますよう、既に県のホームページ、それから、県立大学のホームペ

ージにも掲載をしてございます。報道機関の方にも情報提供はさせていただ

いたというところでございまして、専門資格の試験合格率の高さとか、就職

率の高さ、こういったものは今回高い評価をいただきましたので、今後とも

あらゆる機会を通じまして、広く県民一般に広報してまいりたいと考えてお

ります。また、オープンキャンパスは過ぎてしまいましたが、高校卒業予定

者に対しても今後とも広報活動をしてまいりたいと考えております。 

 

樋口委員  今後も非常に期待が持てると思っております。地方が元気がないと言われ

ているんですけど、地方にこんな元気の可能性のある大学がしっかりと根づ

いているということは、やはり法人化をして責任を持って学生が頑張ってい

るんだなと改めて敬意を表するわけですが、午前中にことぶき勧学院がちょ

っと危ないという話をしましたけれども、そういったところについての可能
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性も含めて、地域貢献だけではなくて、地域貢献あるいは地域のリーダーを

育てる、あるいは、生涯学習をさらに根づかせるというような、さまざまな

役割を担っていただけるんじゃないかなと思っておりますが、所管は教育委

員会ですから、率直なことを申し上げれば、そこまで言えないと思いますけ

れども、設置者、設置所管の部としてその辺について感想があればお聞かせ

ください。 

 

大堀私学文書課長  勧学院問題は済みません所管外でございますけれども、今回の評価は、

平成２２年度において法人化以後の取り組みがさまざまにされたわけでご

ざいまして、これが評価委員会から高い評価を受けたということで、県と

しても喜ばしいことであると考えてございます。今回は中期目標を達成し

た第一歩ということでございまして、今後、個性豊かな魅力ある大学づく

り、教育とか研究とか、地域貢献、いろいろ柱がございますけれども、そ

れらについて今後５年間まだ残っています。段階を踏みながら継続的な取

り組みが予定されておりますので、法人にも一層の努力を求めて、また設

置団体としても積極的に支援してまいりたいと考えてございます。 

 

樋口委員 ありがとうございます。 

  私たちももう少し積極的にかかわりを持って、いろいろまた意見交換もして

いきたいなと思います。またもし機会があればそれに対して善処いただければ

ありがたいなと思います。 

   

                                      以  上 

 

                         総務委員長 河西 敏郎 


